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要　旨

１．半導体産業の再編を主導するアメリカは、第２次トランプ政権の発足後、西側諸
国や新興国との連携強化を通じた生産拠点の分散よりも、アメリカへの生産移転
を重視する姿勢を明確化している。しかし、アメリカの高コスト体質、半導体人
材の不足、通商政策の一貫性を巡る不透明感などを踏まえると、半導体のグロー
バルサプライチェーンで重要な役割を担っている東アジアの製造機能をアメリカ
が代替することは困難である。そのため、半導体産業に占める東アジアの重要な
役割は今後も続くと同時に、地政学リスクに対応するためにASEANやインドにサ
プライチェーンを分散する動きが続くと見込まれる。したがって、先行きを展望
する際には、これらの国・地域の半導体産業の発展動向や競合・補完関係を把握
しておくことが重要である。

２．ASEANの半導体産業は、良好なビジネス環境を有するシンガポールと、後工程に
比較優位を有するマレーシアに集中している。しかし、インドネシア、フィリピン、
タイ、ベトナムも半導体産業の発展に向けて、投資誘致や人材育成に向けた取り
組みを強化しており、将来は旧世代の半導体の後工程や設計を中心に、生産拠点
は多様化していくと見込まれる。ただし、政情不安定化や財政悪化がソフト・ハー
ドインフラの整備の遅れを通じて、一部の国の産業発展を制約する可能性には留
意が必要である。

３．インドは、設計に比較優位を有しているが、近年は製造分野の発展に注力している。
物流・エネルギーインフラが整備途上にあるため、大手半導体企業はインド進出
に慎重な姿勢で臨んでいるが、手厚い政府補助金が呼び水となって前工程を含む
複数の製造計画が打ち出されている。米印関係の悪化が半導体産業の発展を阻害
するリスクが高まるなか、インド政府は同産業の発展に向けて、日本、韓国、台湾、
欧州などとの半導体関連のパートナーシップの強化や補助金制度の拡充を目指す
と見込まれる。

４．ASEAN諸国とインドは、大手半導体企業の誘致を巡って競合関係にある。しかし、
ビジネス環境の違いに応じて各国が比較優位を有する事業領域が異なることや、
半導体産業は裾野の広い産業であり、原材料や製造装置を一国で全て内製化する
ことは困難であることを踏まえると、各国の半導体産業が発展する中で補完関係
も深まっていくと見込まれる。アメリカが求心力を失うなか、原材料や製造装置
に競争力を有する日本は、ASEAN・インドにおける半導体関連の二国間・多国間
の協力の枠組みに積極的に関与し、効率的なサプライチェーンの形成に貢献して
いくことが期待される。
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はじめに

コロナ禍における世界的な半導体不足や米
中対立の激化を背景とする半導体産業のサプ
ライチェーンの再編が続いているが、同産業
の再編を主導するアメリカの政策変更を受け
て先行きの不透明感が強まっている。
過去数年間のサプライチェーンの再編動向
を振り返ると、バイデン前政権下のアメリカ
は、自国と価値観を共有する先進国や、世界
経済・政治で重要性を増す新興国・地域との
連携を重視しながらサプライチェーンの多元
化を進めてきた。
各国はこうした動きを自国の製造業を高度
化させるチャンスと捉え、投資誘致に向けた
様々な施策を打ち出した。特に、中国を巡り
アメリカと利害関係が一致するとともに、底
堅い経済成長が続くインドが半導体産業の発
展に向けた政策を相次いで打ち出したことは
各方面から大きな関心を集めた。
しかし、2025年に第２次トランプ政権が発
足すると状況は一変した。アメリカは自国へ
の生産移転を重視する姿勢を明確化し、これ
までサプライチェーンの多元化に向けて連携
していた友好国・地域に対しても相互関税を
適用するとともに、半導体に個別関税を課す
方針を示した。
アメリカの一方的ともいえる通商政策の変
更を受けて各国・地域の対米外交のスタンス
にも変化が生じ始めており、それを受けて半
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導体やAI（人工知能）といった先端技術の
分野でアメリカとの協力が停滞するリスクが
高まっている。特に、ロシア産原油の輸入を
理由に、25％の相互関税とは別に25％の追加
関税を課せられることになったインドとアメ
リカの関係は悪化している（注１）。こうし
た変化は、半導体関連企業にとって、インド
よりも対米・対中関係が良好で相互関税率の
低いASEANを生産・輸出拠点として活用す
ることへの関心を高める方向に作用してい
る。
本稿は、国際環境が激変する中で、東アジ

アに代わる新たな半導体の生産拠点として注
目を集めているASEANとインドの半導体産
業の現状を概観したうえで、先行きを展望す
る。

ASEANについては、半導体産業の集積で
先行するシンガポールとマレーシアの２国
と、今後の半導体産業の発展を目指すインド
ネシア、フィリピン、タイ、ベトナムの動向
を取り上げる。その中で、アメリカが自国へ
の生産移転を重視する姿勢を明確化しても、
ASEAN諸国やインドに生産拠点を分散する
動きが続くことや、ASEAN諸国とインドの
間には競合関係と補完関係が混在しているこ
とを指摘する。
なお、機構としてのASEANや加盟国を一
つの地域として捉える場合は「ASEAN」を、
ASEANに加盟している幾つかの国について
言及する場合は「ASEAN諸国」と表記する。

また、本稿における「半導体」は、電気を通
す金属などの「導体」と電気を通さないゴム
などの「絶縁体」の中間の性質を持つ物質を
指すとともに、それらを用いた集積回路など
を含むものである。

（注１） 近藤［2025］は、現在の米印関係が2000年代以降で
最悪の状況にあると指摘している。

１．世界の半導体産業の潮流
「産業のコメ」と呼ばれる半導体のサプラ
イチェーン再編動向は各方面から高い関心を
集めている。しかし、同産業で用いられる専
門用語は、依然として多くの人にとってなじ
みが薄い。そのため、はじめに、種類、用途、
生産工程、キープレイヤーなどを整理する。
その後、半導体産業の発展の歴史を振り返
るとともに、民主党のバイデン前政権から共
和党の第２次トランプ政権への移行に伴い、
半導体産業のサプライチェーンの再編を主導
するアメリカのスタンスがどのように変わっ
たのかを確認する。

（1）�半導体の種類、生産工程、重要な生産
要素、市場規模

①半導体の種類と用途
半導体には高度な計算を行う「ロジック半
導体」、データの記録を担う「メモリ半導体」、
光を電気信号に変換する「アナログ半導体」
や「センサー」、電力制御により機械を動か
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す「パワー半導体」など、様々な種類が存在
する（図表１）。
これらの半導体は、電流を一方向のみに流

す「ダイオード」、電気信号を増幅する「ト
ランジスタ」など、特定の基本的な機能だけ
を担う「ディスクリート半導体（個別半導体）」
や、電気を蓄えたり放出したりする「コンデ
ンサー」、電気と磁気を変換する「インダク
タ（コイル）」、電流や電圧を制限する「抵抗
器」といった「受動素子」と呼ばれる部品か

ら構成される。ディスクリート半導体や受動
素子を組み合わせた、各種半導体の原材料と
なる電子部品は「半導体素子」と呼ばれる。
半導体の用途は多岐にわたるが、パソコン
やスマートフォンに用いられるロジック半導
体とメモリ半導体が世界の売り上げの過半を
占めており、それに続いて産業用機械、家電、
自動車などに用いられるパワー半導体やアナ
ログ半導体が主要な製品である。
半導体を構成する部品やそれをつなぐ電子

（資料）各種報道を基に日本総合研究所作成

図表１　半導体の種類、役割、用途、企業例

半導体の種類 主な役割 人の体で例えた場合の役割 用途例 企業例

ロジック半導体 計算・情報処理
インテル
ルネサス
TSMC

NVIDIA

メモリ半導体 データの記憶
サムスン

SKハイニックス
マイクロン
キオクシア

アナログ半導体・
センサー

音、光、温度、圧力、
磁気、などのデジタル
信号への変換

ソニー
テキサス・イン
スツルメンツ

パワー半導体 電流・電圧の制御

インフィニオン
オンセミ
三菱電機
ローム
東芝

ディスクリート
半導体

電気信号の増幅、
電気の整流 各種半導体の製造で利用

インフィニオン
オンセミ
東芝

＜脳＞

＜目・耳・手（触覚）＞

＜スマートフォン、
コンピューター＞

＜電気自動車・
デジタルカメラ＞

＜鉄道、産業用ロボット＞

＜血管、ニューロン、心臓の弁＞

＜筋肉＞

各種半導体の製造に利用
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回路を小型化し集積率を高める「微細化」技
術の進展により、半導体の性能は過去半世紀
にわたって指数関数的に向上してきた。ス
マートフォンなどで用いられる最先端の半導
体の回路線幅は３ナノメートルと、人の毛髪
の直径（0.07～ 0.08ミリメートル）の２万分
の１以下に達している。そして、一段の高性
能化、省電力化、小型化に向けて、回路線幅
が１ナノメートル台の半導体の量産を見据え
た研究開発が進められている（注２）。
統一的な定義は存在しないが、回路幅が狭

く最新の製造技術が用いられる半導体を「先
端半導体」、それ以外の半導体は「レガシー
半導体」や「汎用半導体」と呼ばれる。

②半導体の生産工程とビジネスモデル
半導体の生産は、⒜用途に応じた半導体の
開発とその回路パターンをデザインする「設
計」、⒝半導体物質の結晶を原材料とする円
形の薄い板であるウェハー上に電子回路を形
成する「前工程」、⒞前工程で作成された回
路をチップ状に切り出し集積回路を生産する
「後工程」の３段階に分けられる（注３）
（図表２）。付加価値を工程別に捉え直すと、
設計が全体の約５割、前工程・後工程が合わ
せて約３割、残りを製造装置や原材料が占め
ている。
比較優位のある技術分野や資金力の違いに
応じて各半導体企業が担う工程は異なるが、
同産業のビジネスモデルには大きく分けて以

（注）カッコ内数値は最終製品の付加価値に占める各製造段階の付加価値。設計段階の付加価値は知的財産収入などを含む値。
（資料） 日本半導体製造装置協会ホームページ「半導体製造工程とは」、SIA［2021］、各種報道を基に日本総合研究所作成

図表２　半導体生産の流れと各段階における付加価値の割合

①設計（54％） ②前工程（24％） ③後工程（6％）

専門のソフトを用いて半導体の開発
や回路パターンの設計を行う

シリコンやゲルマニウムなどを原
材料とする円形の薄い板「ウェ
ハー」の上に電子回路を形成する

ウェハーをチップ状に切り出し、
集積回路を完成する

半導体の設計ソフト、製造装置、原材料の供給（16％）

＜ファブレス＞
設計のみを行う企業

（例：クアルコム、アップル、
AMD、NVIDIA）

＜ファウンドリ＞
製造のみを行う企業

（例：TSMC、UMC、グローバルファウンドリーズ）

設計から製造までを一貫して行う企業
（例：インテル、サムスン）

＜IMD＞
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下の三つが存在する。
第１に、自社で製造工場（Fabrication 

Facility）を持たず、設計のみを担当する「ファ
ブレス」である。代表的な企業としては、ハ
イエンドのスマートフォン向けの半導体を生
産するクアルコムやアップル、パソコン向け
の半導体を生産するAMDやNVIDIAなどを挙
げられる。
ファブレスのメリットとしては、工場を運

営することに伴う固定費を削減でき、経営資
源を設計や研究開発などに集中できることが
挙げられる。他方、課題としては、製造を外
部委託することに伴う生産管理や品質管理の
難しさ、製品に関する機密情報の外部流出リ
スクなどを指摘できる。
第２に、設計を担わず製造のみに特化する

「ファウンドリ」である。台湾のTSMC（台湾
積体電路製造）やUMC（聯華電子）、アメリカ
のグローバルファウンドリーズなどが代表的
企業である。
ファウンドリのメリットとしては、製造に

特化することで、技術力を高められることや、
複数の企業から製造依頼を受けることで生産
ラインの稼働率を高められることを指摘でき
る。課題としては、初期投資コストが大きく、
競争力を維持するために継続的に大規模な設
備投資が必要になること、そして受注競争が
激化する局面で収益性が大幅に低下するリス
クがあることを指摘できる。
第３に、設計、製造、販売を一貫して行う

「IDM（注４）（垂直統合型デバイスメーカー）」
である。アメリカのインテルや韓国のサムス
ンがその代表例である。この経営方式のメ
リットとしては、各工程のプロセスのすり合
わせを通じた生産の効率化が可能であるこ
と、外部のファウンドリに製造を委託する場
合と比べて生産管理や品質管理が容易である
こと、そして機密情報の漏えいリスクが小さ
いことを指摘できる。一方、その他のビジネ
スモデルと比べて、大規模な資金が必要にな
ることや、各工程で生じたトラブルの影響が
全体に波及し、生産活動が停滞するリスクを
有していることを指摘できる。

③重要な生産要素
資本・知識集約度の高い半導体の生産には
良好なビジネス環境が不可欠であるが、特に
重要な生産要素としては、電力、水、人材の
三つを挙げることができる。
まず、電力について見ると、半導体製造は
前工程を中心に大量の電力を消費する。そし
て、半導体の原材料は温度や湿度の変化に非
常に敏感であるため、電力は周波数や電圧が
常時安定している「質の高い電力」でなくて
はならない。瞬低（一時的な電圧の低下）や
瞬停（短時間の停電）であっても、電力供給
が不安定化すれば歩留まり率の大幅な低下は
避けられない。
次に、水について見ると、半導体の微細な
加工は、不純物を取り除いた「超純水」で製
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品を繰り返し洗浄する作業を含む。また、生
産設備の冷却などを含め、各所で大量の水を
利用する。工場の規模や製品の種類に応じて
水の使用量はばらつきがあるが、大規模な工
場では１日約20万トンの水を使用する。家計
が日常生活で使用する水量が日量約200～
300リットルであることを踏まえると、大規
模な半導体工場の水使用量は約70～ 100万人
分の生活用水に相当する。そのため、水質の
高い水の安定供給が不可欠である。
最後に、人材について見ると、半導体は

400～ 600の工程を経て製造されており、工
程ごとに異なる専門知識を有する技術者が連
携して各工程の評価と工程の見直しを繰り返
し実施することで、生産工程全体の最適化を
図っていくことが必要になる。そのため、電
気・電子工学、機械工学といった基礎的な素
養に加え、半導体工程の全体像を把握してい
る人材が必要になる。
今後、半導体のさらなる高性能化に伴い、

各製造段階で要求される電力、水、人材の質
も一段と高まっていくと予想される。
この他、収益性を確保するうえで重要な要

素としては、質の高い物流インフラ、良好な
輸出入環境、各種税制優遇措置、政治・社会
の安定のカギを握る政府のガバナンス機能の
有効性などを挙げられる。
これらの要素が重要になってくる理由とし

ては、半導体は生産量の拡大に伴い単位当た
りのコストが低下する「規模の経済」が働き

やすいことに加え、単位当たりの輸送コスト
も低く、特定の国に生産を集中することで収
益性を高められることを指摘できる。

④世界の半導体の市場規模
現在の世界の半導体の市場規模は約6,000

億ドルであり、過去20年で約３倍に拡大した
（注５）（図表３）。国・地域別ではアジアが、
製品別ではロジックとメモリがけん引役と
なった。経済・社会のデジタル化や新興国の
中間層の拡大に伴うエレクトロニクス製品の
保有率向上などを背景に、今後も半導体需要
は中長期的に増加し続け、市場規模は2030年
に１兆ドル台に到達すると見込まれている
（注６）。

（注）2025～2026年はWSTS予測値。
（資料） World Semiconductor Trade Statisticsを基に日本総合研

究所作成

図表３　世界の半導体の市場規模
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過去数年間の特徴としては、AI関連の半
導体が市場拡大のけん引役になっていること
を指摘できる。具体的には、2022年以降、AI

による演算処理に適した先端ロジック半導体
で高い競争力を有するNVIDIAの売上高が突
出して急増している（注７）（図表４）。また、
従来のメモリ半導体よりも大量のデータをや
り取りでき、AIによる演算において重要な役
割を果たす「HBM（広域帯メモリ）」の売り上
げ増加が、サムスン電子やSKハイニックス
の2024年の売り上げ増加要因となった。
他方、AI向けの半導体の開発で後手に回っ

たインテルの売り上げは低迷しており、2024

年１～３月期以降、６期連続で最終損益は赤
字が続いている。

国家が自律的にAIを開発・管理できる「ソ
ブリンAI」というシステムへの関心が高ま
るなか、各国・地域は独自のAIの開発に向
けた取り組みを加速している。こうしたトレ
ンドを踏まえると、AI関連の半導体の開発
競争力の差が今後も各企業の明暗を分ける要
因になり続けると考えられる。

（2）アジアの半導体産業発展の歴史

世界の半導体産業の歴史は、アメリカで通
信技術を研究していたベル研究所が「点接触
型トランジスタ」という半導体素子を発明し
た1940年代にさかのぼる（注８）。その後、
ベル研究所が同技術の特許を全世界に公開し
たことを受けて各国で半導体産業が発展し始
めた（注９）。
以下では、アジアの半導体産業がどのよう
に発展してきたのかを概観し、ASEANやイ
ンドがどのように位置付けられているかを確
認する。

①�1950 ～ 1960年代：アジアの半導体産業は
日本に集中
れい明期の半導体産業の技術開発をけん引
したのはアメリカである。西部カリフォルニ
ア州に半導体関連企業が集中する「シリコン
バレー」が形成され、1950年代末にテキサス・
インスツルメンツが世界初となる集積回路の
開発に成功した。これにより、これまで真空
管を用いていたコンピューターの小型化と高（資料）Gartnerを基に日本総合研究所作成

図表４　主要半導体企業の売上高
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性能化が可能となった（注10）。
同時期、アジアにおける半導体産業は、ア

メリカの半導体企業から特許を取得し、トラ
ンジスタおよびそれを用いたラジオの生産を
手掛けていた日本に集中していた。ラジオ市
場の急成長を受けて1950年代末に日本は世界
一の半導体素子の生産国になり、1960年代に
入ると電卓用の半導体の量産が開始された。
当時、日本以外のアジア各国・地域で半導

体産業が発展しなかった要因としては、⒜社
会主義経済体制下の国では外資の導入が積極
的に行われなかったこと、⒝繊維産業など比
較優位のある労働集約型製造業の発展に注力
していたこと、⒞朝鮮戦争（1950～ 1953年）
やベトナム戦争（1955～ 1975年）を含め、
各地で戦争・紛争が発生しており、政治・社
会が安定していなかったこと、などを指摘で
きる。

②�1970 ～ 1980年代：日本以外の東アジアや
ASEANでも半導体産業が徐々に発展
1970年代に入ると、日本は自動車、家電、

産業機械などに用いられる半導体の開発と量
産化を進め、世界の半導体市場におけるプレ
ゼンスを一段と高めた。
しかし、同時期に日本の労働コストが大き

く上昇したため、韓国、台湾、シンガポール、
マレーシアなど、輸出加工区の整備を進める
国・地域に半導体素子の製造工場やコン
ピューターの組み立て工場を設置する動きが

広がった。各国・地域の半導体産業発展の契
機となった企業進出例としては、フェアチャ
イルド（注11）とモトローラによる韓国への
進出、ジェネラル・インスツルメンツ
（注12）の台湾への進出、テキサス・インス
ツルメンツやナショナルセミコンダクターの
シンガポールへの進出（注13）、インテルの
マレーシアへの進出などを挙げられる。

1980年代も、日本の半導体産業は引き続き
高い競争力を維持したが、日米貿易摩擦が激
化するなか、日本国外にアジア各国・地域に
半導体の生産拠点を設ける動きが加速した。
こうしたなか、シンガポールとマレーシアで
は外資が半導体産業の成長のけん引となっ
た。一方、韓国でサムスングループがメモリ
半導体の製造市場に参入するとともに、台湾
でTSMCやUMCが設立されるなど、一部の国・
地域では地場企業が成長し始めた。

③1990年代：日本の国際競争力が低下
1990年代に入ると、日米貿易摩擦の解消に
向けた半導体協定（注14）や円高による価格
競争力の大幅低下、世界が求める技術と日本
の技術開発の方向性のミスマッチなどを理由
に、日本の半導体産業の国際競争力は低下し
始めた。
技術のミスマッチとしては、日本の半導体
企業が「メインフレーム」という大型コン
ピューターで使用される、高価格で高性能な
半導体の開発に注力する一方、世界的に需要
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が急増したのはパソコンで用いられる安価な
半導体であったことを指摘できる。そのため、
パソコン向けの半導体の開発に注力していた
韓国が日本に代わって躍進し、その過程で
日本の半導体産業が国際競争力を発揮できる
分野は原材料や製造装置にシフトすることに
なった。
また、同時期の特徴としては、タイ、フィ

リピン、インドネシアにも半導体素子、
HDD（ハードディスクドライブ）、キーボー
ドなど、コンピューター関連部品のうち労働
集約型の工程を担う生産拠点が広がり始めた
ことを指摘できる。この理由としては、⒜円
高に伴う国際競争力の低下に対応するために
日本企業の東南アジアへの進出が活発化した
こと、⒝シンガポールとマレーシアの労働コ
ストが上昇したこと、⒞各国のビジネス環境
が改善したこと、を指摘できる。
タイについては、1980年代より村田製作所

がコンデンサーの生産を開始するともに、ア
メリカのSeagate TechnologyがHDDの生産を
開始するなどエレクトロニクス産業が発展し
始めていたが、1990年代に入るとエレクトロ
ニクス関連企業のタイ進出が一段と加速し
た。IBM、Western Digital、日立製作所など
がHDDの製造事業に参入するなか、HDDの
構成部品である磁気ヘッドや半導体レーザー
などを制御するために用いられる半導体の後
工程工場を設置する動きが広がった。
一方、フィリピンの半導体産業の発展は、

タイよりも５年以上遅れた。この理由として
は、対外債務問題や政治の不安定化（注15）
などを背景に、1990年代初頭まで景気が低迷
していたことを指摘できる。しかし、その後、
外資誘致に向けた規制緩和や税制優遇措置が
適用される輸出加工区の整備が進められる
と、日立製作所、東芝、NECといった日本の
大手エレクトロニクス企業が相次いで進出
し、HDDの製造を開始するとともに、アメ
リカ企業による半導体の検査やパッケージン
グなどの後工程の製造も拡大した。
インドネシアについては、1980年代末にシ
ンガポール、マレーシアのジョホール州、イ
ンドネシアのバタム島やビンタン島を含めた
リアウ諸島州をまたぐ「成長の三角地帯」と
いう経済圏構想が打ち出されたことが発展の
契機となった（注16）。バタム島に加工輸出
に適した工業団地が整備されたことを受け
て、住友電装、セイコーエプソン、インフィ
ニオンテクノロジーズなどを含め、エレクト
ロニクス関連企業の進出が相次いだ。

1990年代は中国、ベトナム、インドでも外
資導入の機運が高まっていたものの、まだ先
行する韓国、台湾、ASEAN諸国と比べてビジ
ネス環境が劣っていたことや、諸問題を巡っ
て先進国との関係が悪化したため（注17）、こ
れらの国への半導体企業の進出は限られた。

④2000 ～ 2010年代前半：中国が台頭
2000年代に入ると、中国やベトナムで国際
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ルールに適合した通商ルールの整備が急速に
進み、これらの国でも半導体産業が発展し始
めた。
中国政府は、半導体産業を重要産業に位置

付け、外資誘致とともに地場企業の育成に向
けた政策を相次いで打ち出した。様々な税制
優遇措置が講じられたこともあり、アメリカ
のAmkorや韓国のハイニックス半導体（現
SKハイニックス）が半導体製造の後工程工
場を設置するとともに、現在中国の半導体受
託製造の最大手であるSMIC（中芯国際集成
電路製造）を含めて地場のファウンドリが
2000年代に設立された。

2010年代に入ると、台湾政府による対中投
資への規制緩和を受けて台湾のTSMCやUMC

が大型の後工程工場の建設に乗り出したこと
や（注18）、製造業の高度化と半導体の自給
率引き上げに向けた補助金政策の拡充などを
受けて、中国のプレゼンスは一段と高まった。
ベトナムについても、2007年のWTO加盟

が対内投資拡大のきっかけとなった。インテ
ルによる半導体の後工程工場の建設や、韓国
のサムスン電子による携帯電話の組み立て生
産を契機に、エレクトロニクス産業の投資が
拡大し始めた。これを受けて、日本から半導
体素子や製造装置の輸出も拡大した。
一方、エレクトロニクス製品の生産を中国

に集約する動きが進んだことや、スマート
フォンやタブレット端末の普及に伴い、記憶
装置に対する需要がHDDからSSD（ソリッド

ステートドライブ）に世界的にシフトしたこ
となどを受けて、タイ、フィリピン、インド
ネシアのエレクトロニクス産業は低迷した。

⑤�2010年代後半以降：サプライチェーン再
編が徐々に本格化
2010年代半ば以降は、米中対立の激化やそ
れに伴う中国経済の減速などを受けて、中国
への生産一極集中を見直す動きが広がった。
初期投資コストが少なく生産移転のペースの
早い労働集約型産業では、ASEANや南アジ
アに生産拠点を移す動きが出始めた。一方、
半導体産業は投資回収期間が長いこともあ
り、サプライチェーン再編の必要性を認識し
ながらも、2010年代前半までの投資費用を回
収するために中国にとどまり続けた。その結
果、後工程を中心に同産業の中国への依存度
は高まり続けた。
しかし、⒜コロナ禍の発生後、各国・地域
で深刻な半導体の供給不足が発生したこと、
⒝米中対立が一段と激化したこと、⒞台湾有
事を巡る警戒感が高まったこと（注19）、を
受けて、2020年代に入ると半導体産業でもサ
プライチェーン再編が本格化し始めた。
こうしたなか、スマートフォンの組み立て
生産をけん引役にエレクトロニクス産業が急
成長し始めたインドが、半導体の国産化計画
を打ち出すなど、アジアの半導体産業は新た
な局面に突入した。
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（3）�近年の半導体のサプライチェーン再編
動向

①�第２次トランプ政権発足でサプライチェー
ン再編の流れはどう変わったか
続いて、半導体のサプライチェーン再編を

主導するアメリカのスタンスが、民主党バイ
デン政権から共和党トランプ政権への移行に
伴いどのように変化したかを確認する。
高度な半導体の製造における中国や台湾へ

の依存度の引き下げを目指すという点におい
て、両政権に大きな違いはないものの、目指
すサプライチェーン再編の方向性は大きく異
なる（図表５）。
バイデン政権は、⒜中国に対する半導体や

製造装置の輸出規制の厳格化、⒝アメリカへ
の生産移転支援、⒞アメリカと価値観を共有
する西側諸国への生産拠点の分散、⒟世界経
済・政治におけるプレゼンスを高める
ASEAN諸国やインドとの連携、という四つ
の取り組みを通じて、安全保障と経済効率性
の両立を目指した（図表６）。
各国・地域に新たな半導体工場を設立する

計画が打ち出されたが、大規模な投資計画の
実行には相応の時間が必要であるため、バイ
デン政権の４年間で半導体のサプライチェー
ンは大きく変わらなかった。半導体産業のセ
グメント別の国・地域別付加価値構造をみる
と、後工程については中国のシェアが2019年
の約４割から2024年に約３割に低下するなど

（図表７）、生産拠点を分散する動きが見られ
たが、前工程や素材などにおける中国のプレ
ゼンスは過去５年間でむしろ高まった。
一方、第２次トランプ政権は、アメリカへ
の生産移転を最優先事項とする姿勢を先鋭化
している。表面上はサプライチェーンの多元
化に向けて西側諸国や新興国と連携し続ける
方針を示しているが（注20）、半導体関連の
パートナーシップを締結した国・地域に対し
ても相互関税を課した（注21）。相互関税の
導入当初、半導体関連製品は適用除外とされ
ていたが、2025年８月、アメリカ国内で半導
体の生産を行わない国・地域からの半導体の
輸入に100％の関税を課す方針を表明した。
同年９月には輸入数量と同量の半導体をアメ
リカ国内で製造することを義務付けることを
計画していると報じられている（注22）。
さらに、アメリカ政府がインテルの株式を

10％取得し、筆頭株主になる方針を発表した
ことも注目を集めた。今後、アメリカ政府が
大手半導体企業に対する影響力を高めるため
に、インテル以外の企業にも出資を行う可能
性がある。

②�アメリカが東アジアの製造機能を代替でき
ない理由
アメリカが保護主義的な動きを強めるな
か、同国を主な最終販売先とする大手半導体
製造企業は相次いでアメリカに大規模な工場
を建設する計画を表明している（図表８）。
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今後、アメリカへの投資拡大に伴い、西側諸
国や新興国における投資計画が一定の見直し
を迫られる可能性は小さくない。
しかし、次の３点を踏まえると、アメリカ

が台湾の前工程、中国の後工程、日本の原材
料と製造装置の供給機能を代替し、世界の半

導体輸出ハブになるとは考えにくい。
第１に、関税の引き上げに伴う生産コスト
の増加は、アメリカの輸出競争力を押し下げ
る。アメリカ政府が輸出競争力を維持すべく、
原材料や半導体製造装置に対する関税を除外
するといった展開も考えられる。しかし、そ

（資料）日本総合研究所作成

図表５　高度な半導体の国際分業体制とアメリカの目指す再編の方向性
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アメリカ以外の国・地域への輸出
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の場合も、広範な品目に対する関税引き上げ
を受けたアメリカ国内の物価と労働コストの
上昇は避けられない。また、物価の安定に向
けて金融引き締めを実施する場合は、資金調
達コストが増加することになる。
第２に、半導体人材の不足が生産能力の拡

大を制約する。半導体を含むハイテク産業で
は世界的に人材の獲得競争が激化しつつあ
り、SIA（米国半導体産業協会）は2023年に
公表した報告書で、アメリカでは2030年にか

けてIT技術者が100万人、IT以外の技術者が
40万人不足するという予測を示している
（注23）。
こうした予測がある一方で、第２次トラン
プ政権は移民政策を厳格化しており、技術者
に対する就労ビザの発給や、高度外国人材の
予備軍である留学生に対する学生ビザの発給
に対しても厳格化スタンスを強めている。
2025年９月、高度外国人材向けの「H-1B」
ビザの申請手数料に10万ドルの追加申請料を

（資料）日本総合研究所作成

図表６　アメリカの半導体サプライチェーン再編に向けたスタンスの変化

サプライチェーン
再編の方向性 バイデン政権下の動き トランプ政権下の動き

⒜ 中国への輸出
規制強化

アメリカの「CHIPS法」の恩
恵を受ける企業による中国へ
の投資を制限する「ガード
レール条項」を導入

状況に応じて
規制変更

半導体設計ソフトウェアや原材料の対中輸出を制限（2025
年４月に中国がレアアースの輸出規制を強化したことへ
の対抗措置。その後、米中間の貿易交渉の進展を受けて
７月に解除）
2025年７月、NVIDIAの低性能AI半導体の中国輸出を近く
認可する方針を発表（同判断についてアメリカ商務長官
は、「アメリカのテクノロジーに中国を依存させることが
目的」と説明）
2025年９月、輸出制限対象のエンティティリストに、リ
スト掲載企業が50％以上の株式を保有する企業を追加

⒝ アメリカへの
生産移転支援

「CHIPS法」を通じたアメリ
カ国内で半導体の生産能力を
強化する企業に対する総額
527億ドルの資金援助や投資
額の最大25％の税額控除

輸入規制の強化と
減税を通じた国内
移転を最重視

CHIPS法の廃止を要求するとともに、新たな補助金政策
を講じない方針を表明

選挙公約で現在21％の法人税率を15％に引き下げる方針
を表明
2025年８月、半導体に100％の関税を課す方針を表明。
2025年９月、輸入と同数の国内生産を義務化することを
検討（報道ベース）

⒞
価値観を共有
する西側諸国
への生産拠点
の分散

アメリカ、日本、台湾、韓国
間の協力枠組み「CHIP４」
を発表（2023年２月に初会合
を実施）

停滞・後退

各国・地域と半導体分野を含めた協力体制を強化する方
針を打ち出す一方、輸入関税を大幅に引き上げる方針を
発表

日本、韓国、ASEAN諸国、インドなどが参加するIPEF（イ
ンド太平洋経済枠組み）から脱退する意向を表明（*）
（＊）IPEFからの脱退が可能になるのは協定発効後３年以
降（アメリカは2024年２月に協定を発効）

⒟
ASEAN諸国や
インドなど新
興国との連携

半導体産業の協力に向けたマ
レーシア、ベトナム、インド
とのパートナーシップ締結
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課す方針を示し、同ビザの取得コストはこれ
までの20倍以上に引き上げられることになっ
た（注24）。今後、他のカテゴリのビザに対
しても、申請料の大幅引き上げや審査要件の
厳格化などの措置が取られる可能性がある。
アメリカ政府は、国内人材の育成により人

材不足に対応することを目指しているが
（注25）、仮に実現するにしても、人材育成を
通じて労働力不足が解消されるまでには相応
の時間が必要である。それまでのアメリカ国
内の人材不足は、賃金上昇を通じてアメリカ
の半導体の生産・輸出コストを一段と押し上

（資料）SIA “State of The U.S Semiconductor Industry” を基に日本総合研究所作成

図表７　セグメント別に見た半導体産業の国・地域別付加価値の割合
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図表８　大手半導体製造企業のASEAN、インド、アメリカにおける事業拡大動向

本社所在
国・地域 企業名 ASEANでの事業拡大に

向けた動き
インドでの事業拡大に

向けた動き
アメリカでの事業拡大に

向けた動き

アメリカ

マイクロン

2025年１月、シンガポールにAI向
けサーバーなどで用いられる高性
能半導体の工場の建設に着工（70
億ドルの投資） グジャラート州にメモリ製品の後

工程工場を建設中（当初2024年中
の稼働を目指していたが遅延。投
資額は27.5億ドル）

2025年６月、約2,000億ドルを投じ
てアメリカの生産能力・研究開発
能力を増強する方針を発表（中長
期的にDRAM生産の約４割をアメ
リカで生産することを計画）

2023年10月、マレーシアの後工程
工場に最先端の組み立て・テスト
施設を開設。今後、数年間でさら
に10億ドルを投じて拡張すること
を計画

テキサス・
インスツルメンツ

2023年６月、マレーシアの後工程
工場を増設すると発表（2025年中
の稼働を計画）

半導体製造に関する具体的な投資
計画なし

2025年６月、アメリカの生産能力
増強に向けて600億ドル以上を投
資すると発表（具体的な投資期間
などについては言及せず）

グローバル
ファウンドリーズ

2023年９月、シンガポールに前工
程の新工場を稼働（投資額40億ド
ル）

半導体製造に関する具体的な投資
計画なし

2025年６月、アメリカの生産能力
拡大に向けた投資額を160億ドル
に引き上げる方針を発表（2024年
に今後10年間で120億ドルを投資
する方針を発表）

インテル

2021年、今後10年間で70億ドルを
投資してマレーシアに新工場を設
立する方針を発表（2024年９月、
工場拡張計画を一部中止するとの
臆測を否定）

半導体製造に関する具体的な投資
計画なし

インテルのアメリカ工場の一部を
UMCとの共同経営に切り替え、通
信機器や自動車向け半導体の生産
を行うことを計画

2022年６月、カルナタカ州に新た
な設計・開発拠点を開設
2024年２月、ウィプロと次世代半
導体の設計・開発に関する提携を
強化すると発表
2024年４月、インフォシスが提供
するサービスにインテルのソ
リューション導入による協業を拡
大する方針を発表
2024年７月、グジャラート州のAI
活用能力に向けた協定をグジャ
ラート州科学技術局と締結

台湾

UMC

2025年４月、シンガポールの前工
程新工場の開所式を実施 （投資額
は約50億ドル、2026年中の量産開
始を計画）

半導体製造に関する具体的な投資
計画なし（タタ・グループが半導
体製造のパートナー候補として
UMCと交渉しているとの報道が
あったが、同グループは最終的に
台湾のPSMCと提携）

TSMC

2024年６月、TSMC傘下の世界先進
積体電路、オランダのNXPセミコ
ンダクターズ社と合弁で78億ドル
を投じてシンガポールに前工程工
場を設置することを計画（2027年
稼働予定）

半導体製造に関する具体的な投資
計画なし

2025年３月、西部アリゾナ州への
650億ドル投資計画とは別に、新
工場の建設と研究開発拠点の設置
に向けて追加で1,000億ドルを投
じる方針を発表

日本

ソニー
2024年２月、タイで車載用イメー
ジセンサーやデータセンター向け
半導体レーザーなどの生産を行う
新工場を稼働

半導体製造に関する具体的な投資計画なし

ローム
2023年10月、マレーシアのクラン
タン州コタバルのアナログ半導体
製造工場に新棟をしゅん工

半導体製造に関する具体的な投資計画なし
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げることになる。
第３に、通商政策の一貫性を巡るあいまい

さが、大手半導体企業のアメリカへの速やか
な生産移転を阻害する。トランプ政権の発足
以降、アメリカの通商政策が朝令暮改を繰り
返してきたことを踏まえると、今後も半導体

産業に関連した規制や関税が幾度も見直され
る可能性がある。また、仮に混乱を伴う政策
変更が回避されたとしても、次期政権が、ア
メリカ国内でも賛否両論のある現在の方針を
継続するか否かは不透明である（注26）。その
ため、大手半導体企業は投資回収期間が長い

本社所在
国・地域 企業名 ASEANでの事業拡大に

向けた動き
インドでの事業拡大に

向けた動き
アメリカでの事業拡大に

向けた動き

日本

東芝
2024年６月、タイにおける産業機
械や自動車向けのパワー半導体の
生産に向けて、今後３年間で約
1,000億円を投資する計画を発表

半導体製造に関する具体的な投資
計画なし（変圧器やスイッチなど
の電子部品については増産計画あ
り）

半導体製造に関する具体的な投資
計画なし

ルネサス
エレクトロニクス

半導体製造に関する具体的な投資
計画なし

インド地場のCGパワーとタイの
スターズ・マイクロエレクトロニ
クスと連携して後工程工場を建設
することを発表

2024年１月、パワー半導体を手掛
けるTransphorm社の買収を発表

2022年４月、ベトナムダナンに設
計拠点を開設

2024年８月、半導体を搭載する
PCB基板の設計ツールの開発を手
掛けるAltium社の買収完了を発表

2022年９月、EVの技術開発や半導
体の提供についてベトナムの自動
車メーカービンファストとの協業
を拡大することで合意

キオクシア
半導体製造に関する具体的な投資計画なし
（日本国内の製造拠点の拡充に注力、アウトソーシングについてはASEANを含めた拠点の分散を検討して
いると2025年６月の経営方針説明会で説明）

韓国

サムスン

2022年８月、ベトナムタイグエン
省におけるFCBGA（高密度の半導
体パッケージ基板）の生産計画を
発表（2024年に量産開始）

半導体製造に関する具体的な投資
計画なし 2021年に170億ドルを投じて先端

半導体の工場を建設する計画を発
表（その後、投資額を約400億ド
ルに引き上げ）2022年12月、ベトナムハノイに

ASEAN最大規模となるR&Dセン
ターを開設

2024年３月、カルナタカ州ベンガ
ルールに新たなR&Dセンターを開
設

SK ハイニックス 半導体製造に関する具体的な投資計画なし
2024年４月、39億ドルを投じて、
同社初のアメリカ工場を建設する
方針を発表（2028年の量産開始を
計画）

ドイツ インフィニオン
テクノロジーズ

2023年６月、ベトナムにR&Dや営
業の拠点となる事務所を開設 半導体製造に関する具体的な投資計画なし

2023年10月、マレーシアのアナロ
グ半導体の工場に新棟をしゅん工
（今後５年間かけて約50億ドルを
投じて生産能力を拡張することを
計画）

2025年３月、地場の半導体メー
カーCDILに部品を供給すること
で合意（同社がインドで部品を供
給する初めてのケース） 2025年４月、マーベル・テクノロ

ジーズ社から車載向け通信半導体
事業を買収することを発表

2024年８月、マレーシアケダ州の
パワー半導体前工程工場を稼働

2025年３月、グジャラート州の国
際金融特区 “GIFT City” に半導体
の研究開発を手掛けるGCC（グ
ローバル・ケイパビリティ・セン
ター）を開設

（資料）各種報道を基に日本総合研究所作成

（図表８続き）
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大型投資に対して慎重な姿勢で臨むだろう。
以上を踏まえると、アメリカを主な最終販

売先とする半導体企業についてはアメリカへ
の生産移転が一定程度進むかもしれないが、
アメリカが世界の半導体製造の生産・輸出拠
点になるとは到底想定できない。その一方、
今後も米中対立の激化や台湾有事に伴う半導
体供給の不安定化リスクが続くことを踏まえ
ると、サプライチェーンの多元化を目指す動
きは止まらないだろう。今後、アメリカが半
導体の輸出を政治的に「武器化」するリスク
に対応する観点からも、各国・地域は半導体
の国内調達率の引き上げを目指すと考えられ
る。

（注２） 日本経済新聞2025年６月22日「TSMCが東京大学に
22億円　半導体「１ナノ」の次狙い共同ラボ」。

（注３） どのプロセスを前工程と後工程に分類するかは文脈に
よって異なる場合がある。

（注４） 正式名称はIntegrated Device Manufacturer。
（注５） SIA［2025］を参照。
（注６） EE Times Japan 2024年１月16日「半導体市場は2030

年に１兆ドル規模へ、24年と25年に２桁成長」。
（注７） NVIDIAはロジック半導体の内、AIによる演算処理に適

したGPU（画像処理装置）に強みを持つ一方、インテ
ルはパソコンなどのCPU（中央演算処理装置）に競争
力を有している。

（注８） 各国・地域の半導体産業の歴史については、日本半
導体歴史館（バーチャル博物館）、天野［2010］、奥山
［2009］、川上［2023］、原［2013］、堀井［1990］、丸川
［2020］［2025］、三浦［2023］、向山［2016］などを参照。

（注９） 当時、アメリカの国防総省は軍事分野で利用可能な同
技術の特許公開に反対していた。世界各国での普及
と開発の促進を重視するべきというベル研究所側の説
得を受けて最終的に公表されることになった。

（注10） 同地域のイノベーション創出に適したエコシステムは、
現在まで続くアメリカの国際競争力の源泉となってい
る。

（注11） 同社は競合他社による買収と独立を幾度も経験したあ
と、2016年にオンセミコンダクターに買収された。

（注12） 同社は1990年代に３社に分割された後、同業他社に
買収された。

（注13） ナショナルセミコンダクターは2011年にテキサス・インス
ツルメンツに、モトローラは2014年に中国のレノボに買収
された。

（注14） 同協定には、アメリカ政府が独自に算出した公正市場
価格を下回る価格での販売の防止が盛り込まれた。し
かし、アメリカは日本以外の国・地域に対しては公定市
場価格を適用しなかったため、それが日本の半導体産
業の没落の一因になったという見方もある。

（注15） マルコス政権の崩壊後、1986年に発足したアキノ政権
は政治の民主化を進めたが、国軍によるクーデター未
遂事件が幾度も発生するなど、政治は安定しなかった。
その後ラモス政権が発足すると、政治・社会が安定し
始め、外資導入を通じた経済成長に向けて、輸出加
工区の整備や外資規制の緩和などの取り組みが進め
られた。

（注16） 同構想はシンガポールのゴー・チョクトン副首相（当時）
により打ち出された。バタム島の発展の経緯については
日本貿易振興機構［2015］を参照。

（注17） 1970年代後半以降、中国は経済の自由化を進めてい
たが、1989年の天安門事件後に先進国から経済制裁
を受けた。ベトナムは1980年代後半から、市場経済を
導入する「ドイモイ」が実施されたが、市場経済への
移行に伴うインフレの大幅加速を受けて、経済・社会
の混乱が続いた。インドでは1990年代初頭の経済危
機後、経済の自由化が進められたが、1998年の核実
験をきっかけに先進国との関係が悪化した。

（注18） この背景としては、2008年に対中融和派の馬英九政
権が発足したことを指摘できる。同政権は、回路線幅
が一定以上の旧世代の半導体製造に関する投資を認
めた。

（注19） 2016年に発足した民進党の蔡政権が「一つの中国」
の原則を口頭で認め合ったとされる「92年コンセンサ
ス」を認めないことを表明したため、2010年代後半から
中台間の緊張は高まっていた。その後、2020年の香港
国家安全維持法の施行を導入し中国が香港の民主
派の取り締まりを強化したことや、2022年のロシアによる
ウクライナへの軍事侵攻などを受けて、台湾や西側諸
国による台湾有事に対する警戒感が一段と高まること
になった。

（注20） 例えば、バイデン政権下で立ち上げられた「iCET
（United States–India Initiative on Critical and 
Emerging Technology）」という半導体を含む先端技術
の米印パートナーシップは、第２次トランプ政権の発足
後 に「TRUST（Transforming the Relationship 
Utilizing Strategic Technology）」に置き換えられたが、
両者に大きな違いはない。

（注21） トランプ政権は2025年４月に「不公平」な貿易の解消
に向けて相互関税を導入する方針を示したが、これを
受けて世界の金融市場が混乱したため、同関税の発
動を一時中止した。その後、各国・地域との貿易交渉
を経て新たな関税率を発表した。

（注22） ロイター 2025年９月26日「米、半導体企業に輸入分と
同数の国内生産義務化を計画＝ＷＳＪ」
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（注23） 2023年から2030年にかけてのエンジニアの需要と供給
の増加数をそれぞれ予測し、その差分を人材不足とし
ている（SIA［2023］）。

（注24） H-1Bの申請料は雇用主の規模やその他の要件によっ
て異なり、2,000～ 5,000ドル前後と幅がある。そのため、
申請料の上昇率は報道間でばらつきがある。

（注25） 2024年９月、産官学が連携して半導体産業の人材育
成を目指す「WCoE（Workforce Center of Excellence）」
という事業がNSTC（国立半導体技術センター）の下
に立ち上げられた。

（注26） 民主党への政権交代が起きる場合、アメリカは高率の
関税政策をやめ、西側諸国や新興国との連携を通じ
てサプライチェーンの多元化を重視する方針にシフトす
る可能性もある。

２．�ASEAN 諸国とインドの半
導体産業の現状と今後の発
展に向けた取り組み

続いて、ASEAN諸国とインドの半導体産
業の現状を概観し、先行きを展望する。まず、
各国の製造業や半導体産業に関連した幾つか
の統計を参照し、その中で良好なビジネス環
境を有するシンガポールが先行していること
を指摘する。
そのうえで、各国が目指す今後の半導体産

業の発展の方向性や、その実現に向けた取り
組みを見る。

（1）各国の半導体産業の規模とビジネス環境

①製造業と半導体産業の規模
一般に、人口は内需や労働供給の重要な決

定要素であり、労働集約型製造業に競争力を
有する新興国を中心に、各国・地域の製造業
の規模と人口の間には正の相関関係が看取さ
れる（図表９）。

ASEAN諸国とインドについても、約14億
人の人口を有するインドや、同約2.8億人の
インドネシアの製造業の付加価値や輸出の規
模は、同約600万人のシンガポールよりも大
きい。
しかし、資本・知識集約型製造業に限って
みると、人口は付加価値や輸出額の多寡を決
める主因ではない。シンガポールのエレクト
ロニクス産業の付加価値と半導体関連製品の
輸出額は他のASEAN諸国とインドを大幅に
上回っている（図表10・11）。なお、各国の
GDP統計では半導体産業に限った付加価値が
公表されていないため、図表10では半導体以
外の製品の製造を含むエレクトロニクス産業
の付加価値を示している。そのため、シンガ

（資料）World Bankを基に日本総合研究所作成

図表９　各国・地域の人口と製造業の付加価値
　　　　（2023年）
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ポールに次いで付加価値が多いのはベトナム
とインドネシアとなっているが、両国では家
電の最終組み立てや製品の検査・こん包と
いった労働集約的な工程や、電子ケーブルや
変圧器など技術水準が低い電子部品の製造が
付加価値の大半を占めており、半導体産業の
規模はまだ小さい。半導体の輸出額や世界の
大手半導体製造企業の各国への進出動向など
を踏まえると、シンガポールに次いで半導体
産業が発展しているのはマレーシアと判断さ
れる。

②半導体産業を取り巻くビジネス環境
シンガポールが半導体産業で先行する理由
としては、所得水準の上昇に伴う労働集約型
産業の競争力の低下を見据えて、他の
ASEAN諸国に先駆けて知識・資本集約型製
造業の発展に必要なビジネス環境を整備して
きたことを指摘できる（注27）。この点を、
電力、水、人材、物流、政府のガバナンス機
能の有効性などに関する統計を用いて確認し
つつ、アジア各国の半導体を取り巻くビジネ
ス環境の違いを比較する。
まず、電力について、送配電中に失われる
電力の割合を示す「送配電ロス率」と、世界
銀行が各国・地域の企業に対して実施したア
ンケート調査における過去１年間で停電を経
験した企業の割合をみる。送配電ロス率は、
シンガポール以外のASEAN諸国で５～ 10％、
インドで同15％であり、１～４割の企業が過
去１年間に停電を経験したと回答している
（図表12）。これに対し、シンガポールの送配
電ロス率と停電経験企業の割合はともにほぼ
ゼロ％であり、諸外国よりも質の高い電力イ
ンフラを有していることがうかがえる。
シンガポールに次いで半導体産業が集積す
るマレーシアの電力インフラは、インド、フィ
リピン、ベトナムよりは良好であるが、シン
ガポールと比べた差は大きく（注28）、これ
が常時安定している電力を大量に必要とする
前工程がマレーシアよりもシンガポールに集
中する一因である。

（注） エレクトロニクス産業は、UNIDOの２桁産業分類の、「30
（Office, accounting and computing machinery）」、「31
（E l e c t r i c a l  m a c h i n e r y  a n d  a p p a r a t u s）」、「 3 2
（Radio,television and communication equipment）」、「33
（Medical, precision and optical instruments）」の合計。

（資料）UNIDO を基に日本総合研究所作成

図表10　 ASEAN諸国とインドのエレクトロニ
クス産業の付加価値（2022年）
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次に、水についてみると、一見するとシン
ガポールは半導体製造に適していないように
見える。同国の１人当たりの年間水資源賦存
量は106㎥と、「絶対的な水不足」のラインと
される同500㎥を大きく下回っており
（図表13）、水資源の約５割をマレーシアから
の輸入に依存している（注29）。
しかし、シンガポールは上下水道、排水処

理施設、海水淡水化施設などの水インフラが
諸外国よりも整備されているため、工業用水
の質や供給の安定度は諸外国よりも高い。各
国の水インフラの質が反映される、イエール

大学が公表するEPI（環境パフォーマンス指
数）における水関連の評価においても、シン
ガポールの評価は諸外国よりも高い
（図表14）。
一方、マレーシアは、１人当たり年間水資
源賦存量が16,000㎥を上回るなど豊富な水資
源を有しているものの、水インフラの未整備
や異常気象の頻発などを理由に２割弱の企業
が過去１年間で断水を経験したと報告してお
り、シンガポールよりも半導体製造に適した
国とは必ずしも言えない。
また、水関連の指標は、新たな半導体の生

（注） 各国の機械類（HS85～91類）の輸出トップ５品目を４桁分類で抽出。インドネシア、シンガポール、ベトナムは2023年値、インド、
フィリピン、タイは2024年値。

（資料）United Nationsを基に日本総合研究所作成

図表11　ASEAN諸国とインドの機械産業の主要輸出品（2023 ～ 2024年）
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産拠点として注目を集めるインドの事業環境
の厳しさを示している。同国の１人当たり水
資源量は、水不足の判断のラインとされる
1,700㎥を大きく下回っており、今後も人口
増加に伴い１人当たりの水資源量は減少し続
ける。加えて、下水道の整備の遅れなどを理
由に河川の汚水が深刻化しており、それが超
純水の製造コストを押し上げる一因になって
いる。
人材についても、一見するとシンガポール

は半導体の設計・製造に適していないように
見える。同国は人口が約600万と限られ、半
導体産業への労働供給を左右する工学やITを

（資料） World Bank “World Development Indicators”、“Enterprise 
Survey” を基に日本総合研究所作成

図表12　 ASEAN諸国とインドの送配電ロス率
（2022年）と過去１年間で停電を経
験した企業の割合（2016 ～ 2024年
の直近値）
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（資料） Food and Agriculture Organization “AQUASTAT” を基
に日本総合研究所作成

（資料） Yale University “Environmental Performance Index 
2024” を基に日本総合研究所作成

図表13　１人当たり年間水資源賦存量（2022年）

図表14　 アジア各国・地域の環境パフォーマンス
指数における水関連の評価
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専攻する大学生の卒業生は年間約２万人に過
ぎない。また、同国の１人名目GDPは９万ド
ル台に達しており、労働コストは他の
ASEAN諸国やインドを大幅に上回る。
理工系の学部生が毎年100万人以上卒業し、

１人当たり名目GDPが2,000ドル台のインド
と比べると、半導体産業の持続的な発展に必
要な人材の確保は困難なように見える。人材
の豊富さや労働コストなどを重視してサービ
ス業のオフショアにおける国別競争力指数を
評価したグローバル・サービス・ロケーショ
ン指数においても、シンガポールの評価はそ
の他のASEAN諸国やインドよりも低い
（図表15）。

しかし、各国・地域の半導体産業の就業者
数が数万人から数十万人程度であることを踏
まえると（図表16）、より重要なのは労働力
の数よりも質である。そういった観点で捉え
直してみると、人材面におけるシンガポール
の評価は大きく変わる。同国は南洋理工大学
やシンガポール国立大学をはじめ、アジア有
数の高等教育機関や研究機関が集中しており
（図表17）、諸外国よりも優秀な学生が輩出さ
れやすい環境を有している。また、同国の給
与水準の高さも、高い技術を有する外国人労
働者の確保のしやすさにつながっている。
この他、各国・地域の物流の質を多面的か
つ定量的に評価した物流パフォーマンス指数
や、政治の安定性や政府によるガバナンスの
有効性などを評価した世界ガバナンス指標に

（資料） Kearney “2023 Global Services Location Index” を基に
日本総合研究所作成

（注） 半導体産業の範囲は国・地域ごとに一部異なるため、
国際比較の際には幅を持ってみる必要がある。

（資料）日本総合研究所作成

図表15　 グローバル・サービス・ロケーション
指数（2023年）

図表16　 アジア各国・地域の半導体産業の就業
者数
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おいても、シンガポールの評価は他国を大き
く上回っており（図表18）、それに次いで評
価が高いのはマレーシアとなっている。
一連の指標と各国の半導体産業の発展状況

は、今後、インドネシア、タイ、フィリピン、
ベトナム、インドが半導体産業の発展を目指
すうえではビジネス環境の改善が重要課題と
なることを示唆している。

（2）�ASEAN諸国の半導体産業の発展に向
けた取り組み

ビジネス環境と製造業の発展段階の違いに

応じて、ASEAN諸国が目指す半導体産業の
発展に向けた注力分野は異なる（図表19）。
以下では、各国の半導体産業の発展に向けた
最近の施策や、その実現に立ちはだかる課題
などを整理する。
はじめに、半導体産業で先行するシンガ
ポールとマレーシアの動向をみて、その後、
機械類（HS85～ 91類）の輸出金額の多い順
に、ベトナム、タイ、フィリピン、インドネ
シアの順番でみる。

（注） 各大学を研究力、雇用環境、学習環境、グローバル化、持続可能性の５分野について評価。
各国・地域のトップ２校を表記（フィリピンは１校のみ）。

（資料）QS World University Rankingsを基に日本総合研究所作成

図表17　アジア各国・地域の大学ランキング（工学・テクノロジー分野、2025年）

世界ランキング 大学名 国・地域 スコア
7 清華大学 中国 91.3

11 南洋理工大学 シンガポール 87.9
12 シンガポール国立大学 シンガポール 87.7
16 北京大学 中国 85.4
18 東京大学 日本 84.7
24 韓国科学技術院 韓国 82.9
26 インド工科大学デリー校 インド 82.5
28 インド工科大学ボンベイ校 インド 82.3
38 ソウル国立大学 韓国 80.9
44 東京科学大学（旧 東京工業大学） 日本 80.0 
79 マラヤ大学 マレーシア 76.9
82 国立台湾大学 台湾 76.8
102 マレーシア工科大学 マレーシア 74.6
145 国立清華大学 台湾 72.1
197 チュラロンコン大学 タイ 70.0 
282 バンドン工科大学 インドネシア 66.3
345 ガジャマダ大学 インドネシア 64.5
363 デュイタン大学 ベトナム 64.2

401～450 アジア工科大学院 タイ N.A
401～450 ベトナム国家大学ホーチミン校 ベトナム N.A
501～550 フィリピン大学 フィリピン N.A
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①高付加価値化を進めるシンガポール
シンガポール政府は、2020年に発表した「経
済戦略2030」の中で、製造業の高度化を通じ
て同産業の付加価値を50％増加させるという
目標を示した。その実現に向けて、A*STAR

（シンガポール科学技術研究庁）、EDB（シン
ガポール経済開発庁）、WSG（労働力開発庁）
が中心となって大手半導体企業や高度外国人
材の誘致、R&D、労働者のリスキリング制
度の拡充などを進めている。
半導体産業に特化した国家戦略や具体的な

数値目標は策定されていないものの、シンガ

ポール政府は、以下の二つの分野に注力して
いる。
第１に、スマートフォンやAI向けサーバー
などで利用される先端半導体の製造とそれら
に関連したR&Dの強化である。
こうした動きに関連して注目を集めた投資
例としては、2025年に着工されたマイクロン
によるAI向け半導体の工場の新設計画を挙
げられる。同社は、約70億ドルを投じて、先
端技術を用いた「HBM（広域帯メモリ）」の
後工程工場を建設することを計画している。
一般的に、前工程と比べると、後工程に要
求される技術水準やインフラの質が低い。し
かし、同じ後工程でも、ハイエンドのスマー
トフォンやAI関連機器で用いられる半導体
の製造には、複数の半導体チップを高密度で
結合する「先端パッケージング」と呼ばれる
高度な技術が必要になる。そのため、後工程
の生産拠点が他のアジア新興国に広がる中で
も、シンガポールは付加価値の高い先端半導
体の後工程の誘致に注力し続けると見込まれ
る。

R&Dに関連した取り組み例としては、
2025年の窒化ガリウム半導体に特化した国立
イノベーションセンターの開設を挙げられる
（注30）。窒化ガリウムを用いた半導体は、現
在主流となっているシリコンを用いた半導体
よりも高電圧・高周波で動作可能であり、小
型化や省力化の実現にとって重要な役割を果
たすとみなされている。政府は同分野を含め、

（注） 物流パフォーマンス指数は、物流インフラの質、通関
手続き、物流サービスの品質などを０～５点の間で評
価した指数。世界ガバナンス指標は、政府の説明責任、
政治的安定性、汚職などの状況を百分率順位で評価し
たもの（全評価項目の平均値をプロット）。

（資料）World Bankを基に日本総合研究所作成

図表18　 物流パフォーマンス指数と世界ガバナ
ンス指標（2023年）
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図表19　ASEAN諸国とインドの半導体産業の発展に関連した政策と外資誘致に向けた税制優遇措置

国 半導体産業の発展に特化した戦略・政策の策定動向 外資誘致に向けた主な税制優遇措置

インドネシア
2024年、半導体産業のロードマップを発表
（中期的な前工程への参入を見据えつつ、当面は半導体原材料のシリ
カ砂の精錬工場の建設や、半導体人材の育成などに注力する方針）

法人税の標準税率は22％であるが、優先対象業
種については投資規模に応じて、商業生産開始
後５～20年にわたり法人税を50～100％減免

マレーシア

2024年５月、３段階に分けて半導体産業の高度化を目指す「NSS（国
家半導体戦略）」を発表
第１段階（基盤整備：Building on our foundations）：後工程の近代化や
製造装置関連の対内投資を拡大
第２段階（フロンティアへの移行：Moving to the frontier）：設計や後
工程を担う地場企業を育成
第３段階（フロンティアへの移行：Innovating at the frontier）：地場企
業の国際競争力を世界トップレベルに引き上げる

法人税の標準税率は24％であるが、「パイオニ
ア・ステータス」に該当する事業を行う企業に
ついては、５年間法人所得税の70％を免除。さ
らに、国家にとって重要な「Starategic Project」
に該当する場合は10年間100％免除

フィリピン

2025年４月、半導体・電子産業の成長に向けた「半導体・電子産業
諮問評議会」を設置。今後、同産業の競争力強化に向けたロードマッ
プを策定する予定（2030年までに同産業の生産高を1,100億ドルと現
在の2.5倍に増加するとともに、12万8,000人の熟練労働者を育成する
ことを目標に設定する方針）

法人税の標準税率は25％であるが、奨励分野の
事業については４～６年間法人税を免除（事業
拡大などを条件に数年間の延長可能）

シンガポール

半導体産業に特化した戦略は存在せず
（シンガポールは貿易・投資の自由化、先進的なインフラ整備、R&D
に関する優遇措置、STEM人材の育成、スタートアップ企業への資金
援助など、多くの産業を対象とする取り組みを通じて半導体産業の
発展を支援）

法人税の標準税率は17％であるが、「パイオニ
ア・インセンティブ」という高付加価値な事業
に対する優遇措置の適用対象となると５年間法
人税が免除。拡張計画に応じて適用期間の延長
も可能

タイ
2024年10月、半導体産業の政策の方向性や投資誘致のための優遇策
などを策定するための「国家半導体委員会」を設立。今後、同産業
の発展に向けた包括的なロードマップを策定する予定

法人税の標準税率は20％であるが、投資業種に
応じて最大13年間の法人税を免除（半導体の前
工程の製造は、最も手厚い優遇措置が提供され
る「A１+」のカテゴリ）

ベトナム

2024年９月、「2030年までの半導体産業の発展戦略と2050年までのビ
ジョン」を公表
第１段階：2030年までに半導体人材の中心地の一つとなり、後工程の
基礎的な生産能力を築く（100社の設計企業、10の後工程工場、一つ
の前工程工場を設立）
第２段階：2040年までに世界の半導体・電子産業の中心地の一つにな
る（200社の設計企業、15の後工程工場、二つの前工程工場を設立）
第３段階：2050年までに世界の半導体・電子産業の主要国になる（300
社の設計企業、20の後工程工場、三つの前工程工場を設立）

法人税の標準税率は22％であるが、事業内容や
設立地域に応じて、①４年間の免税とその後９
年間の50％減税、②６年間の免税とその後13年
間の50％減税、③２年間の免税とその後４年間
の50％減税、のいずれかを適用

インド

2021年12月、補助金給付策を含む半導体産業の振興策「India 
Semiconductor Mission」を発表
（同イニシアチブは、インドを半導体設計・製造のグローバルハブに
するという大きな目標を示しているが、諸外国のようなロードマッ
プは含まず）

法人税の標準税率は法人形態や資本規模に応じ
て異なり、一定条件を満たした内国法人の製造
業は15％、外国法人の場合40％。「SEZ（みなし
外国地域）」の企業に対しては、５年間の免除と、
その後５年間の50％減税（追加投資をする場合
は、追加で５年間50％減税）

半導体製造については中央・州政府で最大投資
額の70％を補助（グジャラート州）
奨励分野については売上高の増加に応じて４～
６％前後の補助金を提供する「PLIスキーム」
を適用

（資料）各種報道を基に日本総合研究所作成
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次世代半導体の開発に必要な技術開発に適し
たエコシステムの形成を推進している。
第２に、中長期的に底堅い需要が期待でき

る比較的付加価値の高い準先端半導体の製造
拡大と、先端技術を用いた製造工程の効率化
である。
これに関連した投資例としては、2024年６

月に発表された、TSMC傘下の世界先進積体
電路とオランダの半導体大手NXPセミコンダ
クターズの合弁による総額78億ドルの投資計
画を挙げられる。同社は自動車、産業機械、
家電など幅広い分野で用いられる回路線幅40

～ 130ナノメートルの半導体の製造を計画し
ている。同社は2027年に稼働する工場の生産
が軌道に乗れば第２工場を設置することも計
画しているが、地政学リスクの高まりを回避
したいという顧客の要望を受けて工場の稼働
時期を前倒しすることを検討している
（注31）。
また、グローバルファウンドリーズが電力

や水のエネルギーの利用効率の向上を可能に
する最新技術を用いた汎用半導体の工場を
2023年９月に稼働し、同社のシンガポールに
おける生産能力を約４割拡大したことも注目
を集めた。
今後、シンガポールが直面する課題として

は、国土の狭さやアジア新興国における半導
体産業の発展に伴う相対的な競争力の低下を
指摘できる。これらに対応するため、政府は、
狭い土地を効率的に利用する多層階の物流施

設や工場の開発を推進するとともに、付加価
値の高い製品・工程への事業集中を企業に促
すと見込まれる。

②地場企業の育成を目指すマレーシア
マレーシア政府は、2030年までの包括的な
経済・社会の発展の方向性を示した「第13次
マレーシア計画」や、2030年までの主要産業
構造の変革の方向性をまとめた「新産業マス
タープラン」の中で、各産業の高付加価値化
を通じて2030年にかけて年率＋５％前後と、
過去５年間と同程度の経済成長率を維持する
方針を示した。
今後の経済成長のけん引役になることを期
待される半導体産業については、将来的に
AI関連の機器やEV向けの先端半導体の供給
拠点となることを目指している。2024年に発
表した「国家半導体戦略」は、次に示す３段
階に分けて半導体産業を発展させることを目
指している（注32）。
第１段階は、半導体産業の基盤強化である。
この段階では、隣国シンガポールと比べて比
較優位のある後工程工場を誘致しつつ、設計、
前工程、製造装置などの発展に必要なソフト・
ハードインフラの整備を進めることを目指し
ている。5,000億リンギ（約16兆円）の投資
を誘致することを目標に掲げている。
これに関連した近年の投資例としては、ア
メリカのテキサス・インスツルメンツ、マイ
クロン、ドイツのインフィニオンテクノロ
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ジーズ、日本のロームなどによる投資を挙げ
られる。マレーシアへの投資のほとんどは、
後工程工場であるが、インフィニオンテクノ
ロジーズが2024年に従来のシリコン半導体よ
りも性能の高い「SiC（シリコンカーバイド）
半導体」の前工程工場を稼働させるなど、付
加価値の高い工程に乗り出す動きも出始めて
いる（注33）。なお、マレーシアの半導体産
業は主に北西部に位置するペナン州に集中し
ているが、政府はシンガポールとのシナジー
効果を期待して、シンガポールに隣接する
ジョホール州でも同産業への投資を奨励して
いる。
第２段階は、地場企業の育成である。マレー

シアの半導体産業は、当面は外資主導で発展
が続くと見込まれるが、政府は設計や先端技
術を用いた後工程を担う年間売上高100億リ
ンギ以上の地場企業を10社以上育成するとと
もに、年間売上高が10億リンギ以上の半導体
関連企業を100社以上育成することも目指し
ている。
これに関連した取り組みとしては、2025年

３月、マレーシア政府がソフトバンクグルー
プ傘下のイギリスの半導体設計大手アーム
と、半導体設計人材の育成における連携に関
する覚書を締結したことが挙げられる。今回
の覚書を受けて、同社は約１万人に対して設
計エンジニアの育成プログラムを提供すると
ともに、マレーシアの特定の企業に対して優
先的に最新技術を提供する予定である。

第３段階は、国際競争力の高い地場企業の
育成である。第２段階で育成した地場企業の
競争力を一段と引き上げ、アップル、ファー
ウェイ、レノボといったグローバル企業の先
端的なスマートフォンやコンピューターで用
いられる半導体を設計・製造することを目指
している。
政府は一連の目標の実現に向けて250億リ

ンギ（約8,300億円）を投じるとともに、産
官学の連携を通じて高度な知識を有する６万
人の技術者を育成する方針を示した。
今後、マレーシアが直面する課題としては、
与野党間の政治対立の激化や財政状況の悪化
を背景とする、各種政策実行ペースの鈍化を
指摘できる。マレーシアは、過去６年間で４
回の政権交代を経験しており、2025年も首相
の退陣を求める大規模なデモが開催されてい
る。また、政府債務残高の対名目GDP比も法
定上限（65％）に迫っており（注34）、厳し
い財政状況が続けばインフラ整備計画や半導
体産業への補助金政策が見直しを迫られる可
能性がある。

③設計と後工程の発展を目指すベトナム
ベトナムは2030年までの経済・社会の発展
の方向性を示した「社会経済発展戦略」や、
2030年までの製造業の発展の方向性を示した
「工業化と近代化を促進するための行動計画
（注35）」の中で、ハイテク製品の製造拡大を
通じてGVC（グローバル・バリューチェーン）
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に積極的に参加し、現在GDPの約４分の１を
占める製造業を同３割に引き上げ、上位中所
得国になるという目標を示した。
同目標の実現にとって重要な役割を果たす

のがエレクトロニクス産業である。その動向
をみると、スマートフォンや家電の組み立て
輸出をけん引役に高成長が続いている。また、
地場の大手財閥ビングループがEV生産に参
入するなど、エレクトロニクス産業と親和性
が高い製造業も発展しつつある。インテルや
サムスンが半導体の後工程工場を設けるなど
半導体産業も発展し始めているが、付加価値
の高い製品は輸入に依存している。そのため、
政府は、半導体の現地生産を拡大しつつ、付
加価値率を高めることを目標に掲げている。

2024年に発表した「2030年までのベトナム
の半導体産業の発展戦略と2050年までのビ
ジョン」の中で、政府は2030年までに、設計
企業、後工程工場、前工程工場を、それぞれ
100社、10工場、１工場設立し、次いで2050

年にかけて同300社、20工場、３工場に拡大
する目標を示した。同目標の実現のため、一
定条件を満たした企業に対する土地使用権の
取得や研究開発に対する優遇措置を提供する
とともに、2025年に従業員の個人所得税の免
除などの追加措置を導入した。
当面の間は、外資が同産業の発展のけん引

役になると考えられるが、地場の大手IT企業
であるFPTや、複合企業のCTグループが後工
程工場の設立計画を発表するなど、地場企業

が参入する動きも出始めている（注36）。また、
2025年11月、国有企業である通信大手ベトテ
ルが、ハノイで開催された半導体関連のイベ
ントにおいて、前工程の半導体工場を建設す
る計画を打ち出した。工場の建設・稼働時期
は明らかになっていないが、政府の戦略に
沿って2030年までの稼働を目指すと見込まれ
る（注37）。
この他、クアルコム、NVIDIA、サムスン
などが、相次いで半導体の設計やAIの研究
開発に関連した拠点を開設するなど、製造以
外の分野の投資も活発化し始めている。これ
らの企業がベトナムに拠点を設ける理由とし
ては、レガシー半導体を特定用途向けにカス
タマイズするための設計、設計した回路図と
プログラムが仕様通りに動作するかの検証、
バグ（不具合）の原因の特定と回路図・プロ
グラムの修正、修正に伴う各種設計文書の更
新作業などについて、ベトナムのIT人材が競
争力を有しているためと考えられる。
今後、ベトナムの半導体産業が直面する課
題としては、ソフト・ハードインフラの未整
備を指摘できる。この中で要注意のインフラ
が電力である。
毎年約６％の高成長が続いていることに加
え、経済・社会のデジタル化などを理由に、電
力需要は毎年前年比１割前後のぺースで増加
が続く一方、異常気象に伴う水力発電による
発電量の減少、石炭火力発電所の新設禁止な
どを理由に、電力不足問題が深刻化している。
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政府は、再生可能エネルギーの導入拡大に
より、電力源の増強と環境保全の両立を実現
する方針を示しているが、天候要因に発電量
が左右される再生可能エネルギーへの依存度
が高まれば、瞬低や瞬停が頻発する可能性が
ある。こうしたことを踏まえると、ベトナム
の半導体産業が持続的な成長を遂げることが
できるか否かは、送電網や蓄電設備の整備、
電力消費量の多い製造業のエネルギー効率の
改善など、環境整備の進展状況に左右される
と見ておく必要がある。
また、電力インフラの影響を相対的に受け

にくい設計部分については、ベトナムよりも
IT人材が豊富で英語力が高いフィリピンやイ
ンドとの競争が課題であろう。

④車載向け半導体産業の発展を目指すタイ
タイは、2010年代後半に策定された長期国

家戦略「タイランド4.0」に沿って産業の高
度化を進めている。半導体産業は同長期戦略
の重点産業に明示的に指定されていないが、
「スマートエレクトロニクス産業」や「次世
代自動車産業」といった、半導体と密接に関
わる重点産業を支援する枠組みの中で振興が
図られてきた（注38）。
その後、コロナ禍中の半導体の供給不足を

受けて自動車生産が停滞したため、タイでも
車載向けのパワー半導体やアナログ半導体を
中心に、国内生産拡大に対する関心がにわか
に高まった。不安定な政治情勢が続いている

こともあり、全体的な動きはマレーシア、ベ
トナム、インドなどと比べると遅いものの、
一部では前向きな動きが出始めている。
政府は、2024年10月に国家半導体委員会を
設立し、2025～ 2029年にかけて5,000億バー
ツ以上の投資を誘致するとともに、８万人以
上の半導体人材を育成する目標を定めた。同
目標の実現に向けて、投資誘致活動を積極的
に展開するとともに、大学や研究機関との人
材交流などを促進している。
投資誘致に向けた具体的な動きとしては、

2025年９月にアメリカで実施された「Made 

in Thailand Chip」と題する投資イベントを挙
げられる。BOI（タイ投資委員会）を中心と
するタイ政府の訪問団がインテルやマイクロ
チップなどを含む大手半導体企業と個別に会
談を実施し、タイへの投資を呼びかけた
（注39）。また、同訪問団のメンバーである
MHESI（高等教育・科学・研究・イノベーショ
ン省）は訪米中、アリゾナ州立大学と人材育
成に関する連携について覚書を締結した。
この他、中国製EV製造の現地調達率の引
き上げを念頭に置いて、中国に対してもタイ
への半導体関連の投資を呼びかけている。
2025年９月にタイで開催された中国の二国間
協力に関するイベントで、アヌティン首相は
半導体や蓄電池を念頭に中国との経済協力を
強化する方針を示した。
タイが期待を寄せる米中からの半導体関連
の大型投資はまだ実現していないが、最大の
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投資国である日本や韓国などからの半導体関
連の投資は徐々に拡大し始めている。具体的
には、ソニーによる車載用イメージセンサー
の新工場の稼働、東芝によるパワー半導体の
生産体制の増強計画の発表、国営石油PTTと
ハナマイクロエレクトロニクスの合弁による
パワー半導体の前工程への参入計画などが注
目を集めた。また、台湾企業による半導体を
組み込むためのPCB（プリント基板）の製造
に関連した投資も活発化し始めている。
ASEAN諸国に先駆けてガソリン車からEVへ
の転換が進むなか、タイは車載向け半導体を
念頭に置きながら、半導体産業の発展を図る
と見込まれる。
今後、タイの半導体産業が直面する課題と

しては、マレーシアと同様、不安定な政治情
勢の長期化と財政悪化を受けた各種政策実行
ペースの鈍化を挙げられる。具体的には、
⒜王室や軍の改革を巡る政治対立解消の道筋
が見えないこと、⒝地域間や産業間の経済格
差が続いており、それらに対する不満が高
まっていること、⒞景気低迷に伴う税収の増
加率の鈍化や少子高齢化に伴う社会保障関連
支出の増加を受けて財政状況が悪化している
こと、などがある。これを踏まえると、政治・
社会の分断を深めかねない特定産業の外資企
業への大規模な補助金給付策が導入されるか
は不透明である。
与野党間の政治対立が続くなか、EEC（東

部経済回廊）のインフラ整備も当初計画から

大幅に遅延しているが、今後もこうした状況
が続く一方で、競合国のインフラ整備が進め
ば、大手半導体企業のタイ進出に対する関心
の低下は避けられないだろう。

⑤半導体人材の育成に注力するフィリピン
フィリピンは、長期の経済・社会の発展ビ
ジョンである「Ambisyon Nation 2040（我々
の野心2040）」で2040年までに上位中所得国
入りを達成するという目標を掲げ、その実現
に向けてエレクトロニクス製品の生産拡大と
高付加価値化、そして製品に付随する様々な
サービスを提供する「製造業のサービス化
（注40）」の推進により、製造業と非製造業を
ともに発展させる方針を「フィリピン開発計
画2023～ 2028」の中で示した。
半導体産業については、2025年４月に政府
が設置した「SEIAC（注41）（半導体・電子
産業諮問委員会）」による提言を踏まえて、
エレクトロニクス産業の発展ロードマップの
策定が進められている。その詳細はまだ明ら
かになっていないが、2025年６月、政府は
2028年までに同産業に従事する熟練労働者を
12万8,000人育成し、2030年までに同産業の
生産額を1,100億ドルと現在の2.5倍に増加さ
せるという目標を設定する方針を明らかにし
た（注42）。また、同年10月には、SEIACが
半導体人材の育成に向けた行動計画を策定し
たと発表した。
人材育成の目標の範囲は半導体以外のエレ
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クトロニクス製品の製造に関する技術者も含
まれることに留意する必要があるが、12万
8,000人という数値はマレーシア（同６万人）
やタイ（同８万人以上）が掲げる目標よりも
多い。
この実現に向けた取り組み例としては、

2025年８月、労働雇用省傘下のTESDA（技
術教育技能開発庁）がエレクトロニクス産業
の業界団体SEIPI（注43）（フィリピン半導体・
電子部品産業連盟）と連携して、「PSF（フィ
リピン資格フレームワーク）」を導入したこ
とを挙げられる（注44）。PSFはエレクトロ
ニクス産業に従事する労働者が保有するスキ
ルを明確にする資格制度のようなものであ
る。こうした取り組みを支援するために、
TESDAは大学や職業研修機関などにおける
短期間のコースで取得したスキルに対して認
定資格を与える「マイクロクレデンシャル制
度」を技術系の職業訓練機関に導入する方針
を示した（注45）。このような取り組みは、
教育機関や企業が労働者の能力に応じたきめ
細かな研修プログラムを提供することを可能
にするとともに、企業と求職者の情報の非対
称性に起因する採用ミスマッチの減少にもつ
ながる。
製造については、他のASEAN諸国と比べ

ると大型の投資は限られるものの、日本のミ
ネベアミツミが経済産業省の「グローバルサ
ウス未来志向型共創等事業」の補助金を活用
し、約200億円を投じて後工程工場を拡張す

る計画を発表したことや、テキサス・インス
ツルメンツが最大10億ドルを投じて工場を拡
張する計画を明らかにしたことなどが注目を
集めた（注46）。
今後、フィリピンが半導体産業の発展を推
し進めるうえで直面する課題としては、マ
レーシアやタイと同様、汚職問題をきっかけ
とする政情不安定化と、それに伴う政策実行
ペースの鈍化を指摘できる。2025年半ば以降、
公共事業に関する政治家の汚職疑惑が相次い
で報じられ、それに抗議する大規模デモが発
生している（注47）。政府は汚職対策を強化
するとともに、現在報じられている汚職疑惑
について政府から独立した調査委員会による
実態解明を進める方針を示したが、今後、新
たな不正行為が露見することで、政府への批
判が一段と強まる可能性はゼロではない。

⑥素材分野に注力するインドネシア
独立100周年となる2045年までに先進国入
りするという「黄金のインドネシア2045」を
掲げるインドネシアは、その実現に向けて
「長期国家開発計画2025～ 2045」や「Making 

Indonesia 4.0」を策定した。そして、これら
の計画中で、ハイテク産業の育成を通じて化
石燃料の輸出に依存した経済成長モデルから
の構造転換を図る方針を示している。
これまで半導体産業については、⒜EV産
業の育成、⒝イノベーションエコシステムの
形成、⒞部品・素材産業の競争力強化、⒟デ
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ジタル産業の発展、などの枠組みの中で振興
が図られてきた。しかし、近年、政府は半導
体産業を重視する姿勢を強めており、2024年
に半導体産業に特化したロードマップを公表
した。同ロードマップは、中期的な前工程へ
の参入を見据えつつ、当面は、半導体向けの
原材料産業と半導体人材の育成に注力する方
針を示している。
各分野の具体的な取り組みを見ると、原材

料の分野では、シリカ（二酸化ケイ素）を主
成分とするシリカ砂の生産拡大を目指してい
る。シリカは、半導体を外部からの光・熱・
衝撃などから保護するための「半導体封止
材」、シリコンウェハーの研磨剤や絶縁層、
太陽光発電装置、建築資材など様々な分野で
用いられる重要素材である。近年、インドネ
シア政府は、資源輸出戦略として、未加工の
ニッケル、ボーキサイト、銅などの輸出を禁
止しているが、シリカ砂についても精錬工場
の誘致に向けて、未加工の鉱物の輸出規制を
段階的に厳格化することを検討している。
半導体人材の育成に関する取り組み例とし

ては、インドネシアの主要大学、工業省、地
場財閥ジャルムグループ傘下の大手家電メー
カーポリトロンなどの連携により創設された
非営利団体ICDEC（注48）による取り組みを
挙げられる。同団体は、イギリスの半導体開
発の学術団体であるSoC Labsや、ベルギーの
ナノエレクトロニクスの研究機関である
IMECと連携して、設計人材の育成に向けた

プログラムを提供するとともに、半導体の試
作環境を提供している。
半導体の製造拡大に関する動きはまだ限ら
れているものの、1990年代以降、エレクトロ
ニクス産業が発展したバタム島に生産拠点を
設ける動きが見られる。台湾の大手EMS（電
子機器受託製造サービス）企業ペガトロン（碩
聯合科技）によるスマートフォンの製造工場
の建設、ドイツのインフィニオンテクノロ
ジーズによる車載向け半導体の後工程工場の
拡張、アップルの紛失防止タグ「Air Tag」
の製造計画（注49）などが注目を集めた。
今後、政府は半導体産業向けの補助金政策
の拡充やインフラ整備を通じて投資誘致を図
ると見込まれる。しかし、経済格差が拡大す
るなか、国会議員への手当拡充をきっかけに
大規模デモが行われるなど、2025年半ばから
政治・社会が不安定化しつつある。そのため、
マレーシア、タイ、フィリピンと同様、政治
不安定化や財政悪化を受けて、各種政策の実
行ペースが低下する可能性には留意が必要で
ある。

（3）インドの半導体産業の動向

①投資誘致に向けて補助金政策を拡充
インドは、独立100周年となる2047年まで

に先進国入りするという野心的な目標を掲
げ、雇用創出、貿易赤字の削減、中国への輸
入依存度の引き下げなどに向けて、2014年以
降、「メイク・イン・インディア」をキャッ
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チフレーズとする製造業振興キャンペーンを
展開している（注50）。
エレクトロニクス産業については、設計と

製造の両方の分野でグローバルハブになると
いう目標を掲げている（注51）。その実現に
向けて、基準年からの売り上げの増加額に応
じて奨励金を給付するPLIスキーム（生産連
動型奨励策）や、原材料の輸入関税を段階的
に引き上げるPMP（段階的製造プログラム）
など、「アメとムチ」を組み合わせた産業政
策を展開している。その結果、スマートフォ
ンの組み立て生産が急拡大し、2025年４～６
月は中国に代わって最大のアメリカ向けス
マートフォンの輸出国となった。また、エア
コン、冷蔵庫、洗濯機といった家電の生産も
急拡大している。
しかし、ベトナムと同様、スマートフォン

や家電に用いられる付加価値の高い部品の多
くは引き続き輸入に依存している。車載向け
半導体も輸入依存が続いており、コロナ禍の
折には半導体供給不足が生産の停滞を招い
た。さらに、2020年に発生した中国との国境
問題を受けて、半導体の主な輸入先である
中国との間で緊張が高まったこともあり、イ
ンド政府は2020年代に入ると半導体の国産化
を重要政策に位置付けるようになった。それ
が2021年末の手厚い補助金給付策を含む半導
体支援策「ISM（注52）（インド半導体ミッショ
ン）」の発表につながった（注53）。

ISMは、工場新設に対する最大50％の補助

金給付や半導体設計に対する補助金政策
「DLI（Design Linked Incentive Scheme）」を含
むなど、半導体産業の投資誘致でインドと競
合するどの国よりも手厚い支援策である。加
えて、自州への投資誘致を目指す州政府が、
中央政府の補助金とは別に工場建設、電力、
水などに関する独自の補助金給付策を打ち出
しており、投資案件によっては初期投資の大
部分が補助金でカバーされることになる。
また、インド政府は、半導体産業の発展に
必要なインフラの整備も進めている。例えば、
インドは2000年代から首都デリーと商都ムン
バイを結ぶ高速鉄道をはじめとする物流イン
フラや工業団地を整備するDMIC（デリー・
ムンバイ間産業大動脈構想）を推進している。
政府は、他州よりも電力インフラが整備され
ているグジャラート州に半導体産業に適した
質の高いインフラを有する工業団地を開発
し、同州をエレクトロニクス産業のハブとし
て発展させることを目指している。
その実現に向けた最重要プロジェクトが、
同州の「ドレラ特別投資地域」の開発である。
政府は大規模な太陽光発電設備、排水施設、
海水淡水化設備、ドレラ特別投資地域と空港
や港湾との間の道路網の整備などを急ピッチ
で進めており、同地域におけるビジネスに関
心を示す日本の半導体関連企業向けの視察ツ
アーもこれまで複数回実施された。
インドでは、インフラ整備の遅れを理由に
工場の稼働時期が当初計画から３～５年程
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度、場合によっては10年近く遅れる可能性が
あることに留意が必要であるが、一部の企業
は2026～ 2028年ごろに同地域で半導体の生
産を開始することを目指している。

②複数の企業がインドでの製造計画を発表
半導体製造に必要な物流・エネルギーイン

フラが整備途上にあることや、即戦力となる
半導体人材が限られることもあり、大手半導
体企業は製造分野を中心にインド進出につい
て慎重な姿勢で臨んでいる（注54）。
しかし、経済効率性よりも経済安全保障を

重視する傾向が強まっていることや、手厚い
補助金政策により投資回収期間が短縮したこ
ともあり、一部企業がインドに進出する動き
が見られる。
インド進出の中で動きが速いのは、インフ

ラ未整備の影響を受けにくい設計やR&Dの
分野であり、アメリカの大手半導体製造装置
メーカーのラムリサーチやアプライドマテリ
アルズ、設計大手のNVIDIAやAMD、オラン
ダのNXPセミコンダクターズなどによるイン
ド拠点の拡張・新設計画が注目を集めた。
製造分野では、本稿執筆時点で、10件の投

資案件がISMの枠組みの中で認可されている
（図表20）。この中で特に高い注目を集めたの
は、次の３案件である。
１番目は、ISMの最初の認可案件であるア

メリカのマイクロンによる後工程の建設計画
である（注55）。同社は、インドの中で電力イ

ンフラが良好なグジャラート州のサナンド工
業団地にメモリ半導体の後工程工場の建設を
計画しており、中央政府と州政府の補助金に
より初期投資コストの７割がカバーされるこ
とになった。このことが、他の大手半導体企
業のインド進出への関心を高めるきっかけと
なった。近く第１フェーズが稼働される予定
であり（注56）、同社の半導体製造が軌道に乗
るか否かは、同業他社のインド進出を巡る判
断に大きな影響をもたらすことになるだろう。
２番目は、2024年２月に認可された、大手

財閥タタ・グループによる投資計画である。同
グループは、レガシー半導体の受託製造に比
較優位を有する台湾のPSMC（力晶積成電子
製造）の技術協力を受けて、総額1.2兆ルピー
を投じてグジャラート州のドレラ特別投資地
域に自動車や通信機器向けの半導体の前工程
工場を建設するとともに、東北部アッサム州
に後工程工場を建設することを計画している。
同社がグジャラート州から約3,000キロ離
れており、物流・エネルギーインフラの整備
が遅れるアッサム州に後工程の工場を建設す
る理由としては、⒜2024年に亡くなったタタ・
グループのラタン・タタ前会長が長年にわ
たってアッサム州の経済・社会開発に積極的
に関わっていたこと（注57）、⒝中央政府に
よる半導体工場建設に対する最大50％の補助
金とは別に、アッサム州が追加で最大40％の
補助金を提供する方針を示したこと、を指摘
できる。
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３番目は、地場の複合企業ムルガッパ・グ
ループ傘下の産業機械メーカー CGパワー
（注58）による投資計画である。同社は、三
菱電機、日立製作所、NECの半導体部門の再
編により2010年に設立されたルネサスエレク
トロニクスと、半導体製造の後工程やEMS

を手掛けるタイのスターズ・マイクロエレク
トロニクスと連携し、グジャラート州に自動

車や通信機器向けの半導体の後工程工場を建
設することを計画している（注59）。
マイクロンやタタ・グループによる投資計
画と比べると本投資計画の規模は小さいもの
の、ルネサスエレクトロニクスが関わってい
ることもあり、今後の日本の半導体製造企業
のインド進出の試金石として注目を集めてい
る。ISMの枠組み中で認可された他の投資案

（資料）各種報道を基に日本総合研究所作成

図表20　インド半導体ミッションで認可された投資計画

ナガランド州メガラヤ州

トリプラ州

カルナタカ州

チャティスガル州

ラジャスタン州

テランガナ州

マディヤプラデシュ州
ミゾラム州

グジャラート州

マハラシュトラ州

ケララ州
タミル・ナドゥ州

アンドラプラデシュ州

オリッサ州

西ベンガル州

ハリヤナ州

ウッタルプラデシュ州
ビハール州

パンジャブ州

ヒマチャルプラ
デシュ州

ウッタラカンド州

シッキム州
アルナーチャル・プラデシュ州

アッサム州

マニプル州
ジャールカンド州

ラダック
ジャンム・
カシミール

①マイクロン

④CGパワー／ルネサス／スターズ・
マイクロエレクトロニクス

⑤ケインズ・セミコン

②タタ・エレクトロニクス/
PSMC

⑦SiCSem

⑧3D Glass Solutions

⑨ASIP Technologies

⑩Continental Device India
⑥HCL/フォックスコン

③ Tata Semiconductor 
  Assembly and Test
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承認年月 企業名 事業展開地域 投資金額
（億ルピー） 投資計画について

① 2023年６月 マイクロン グジャラート州
（サナンド） 2,252

アメリカの半導体大手マイクロン・テクノロジー、グジャラー
ト州サナンドⅡ工業団地にDRAMやNAND型フラッシュメモリ
の組み立て工場の設置を計画。フェーズ１を2024年後半に稼働
開始することを計画していたが、2025年末ごろにずれ込む見込
み

②

2024年２月

タタ・エレクトロニクス、
PSMC

グジャラート州
（ドレラ特別投
資地域）

9,100

地場財閥タタ・グループ傘下のタタ・エレクトロニクス、台湾
のPSMCの技術供与を受けて、グジャラート州ドレラ特別投資
地域に自動車や通信機器向けの半導体の前工程工場を設置する
ことを計画
2024年４月、アメリカのテスラ社と半導体の取引に関する戦略
的契約を締結（報道ベース、取引金額や期間などは不明）
2024年７月、アメリカの電子設計自動車ソリューション大手シ
ノプシスと技術協力の覚書を締結
2024年９月、半導体製造装置大手の東京エレクトロンと業務提
携を発表

③
TSAT（Tata 

Semiconductor 
Assembly and Test）

アッサム州
（モリガオン） 2,700

地場財閥タタ・グループ傘下のTSAT、自動車、家電、通信機
器向けの半導体の後工程工場を設置することを計画（現在稼働
していない、Hindustan Paper Corporationの製紙工場の跡地に設
置することを計画）

④
CG Power and Industrial 
Solutions、ルネサス、
スターズ・マイクロエ
レクトロニクス

グジャラート州
（サナンド） 760

地場複合企業ムルガッパ・グループ傘下のCGパワー、ルネサス
エレクトロニクス（日本）、スターズ・マイクロエレクトロニ
クス（タイ）と合弁で後工程工場の建設を計画

⑤ 2024年９月 ケインズ・セミコン グジャラート州
（サナンド） 331

地場のEMS（電子機器製造受託）企業ケインズ・テクノロジー
の子会社ケインズ・セミコン、グジャラート州に自動車、家電、
通信機器向け半導体の後工程工場の建設を計画

⑥ 2025年５月 HCL、フォックスコン
ウッタルプラデ
シュ州

（ジェーワル）
370

地場IT大手HCLグループと台湾のフォックスコンの合弁会社、
カーナビ、携帯電話、パソコンなど、ディスプレー付きの電子
機器に用いられるディスプレードライバーIC（液晶ディスプ
レーの表示を制御するための集積回路）の製造計画を発表

⑦

2025年８月

SiCSem
オリッサ州

（ブバネーシュ
ワル）

207

2023年に設立された半導体の新興企業SiCSem、イギリスの
Clas-SiC Wafer Fab と連携し、オリッサ州にシリコンと炭素で
構成される化合物を原材料とし、家電、EV、発電装置などで用
いられる「SiC（シリコンカーバイド）化合物半導体」の工場
を設立することを計画

⑧ ３D Glass Solutions 194
アメリカのガラスセラミック基板を用いた半導体のパッケージ
ングを手掛ける３D Glass Solutions、オリッサ州にガラス基板
の製造工場と後工程工場を設置することを計画

⑨
ASIP（Advanced 

System in Package）
Technologies

アンドラプラデ
シュ州

（ティルパティ）
47

半導体関連の技術者により2017年に設立されたASIP、半導体
の後工程を手掛ける韓国のAPACTと技術提携し、自動車、家電、
通信機器向けの半導体の半導体後工場を設置することを計画

⑩ Continental Device India パンジャブ州
（モハリ） 12

一つのパッケージに対して一つの機能のみを有する「ディスク
リート半導体」を製造するContinental Device India、パンジャ
ブ州の工場を拡張し、自動車、産業用機器、通信インフラなど
に用いられる高出力ディスクリート半導体を製造することを計
画

（注） TSATはタタ・エレクトロニクスの子会社であると考えられるものの、同社の出資状況を明示した資料が見当たらなかったため、
本図表ではタタ・グループ傘下企業と表記している。

（資料）Ministry of Electronics and Information Technology、各種報道を基に日本総合研究所作成

（図表20続き）
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件と比べても比較的順調に建設工事が進んで
おり、2025年９月にパイロット工場の開所式
を開催した。

③�当面のリスクは米印関係の悪化に起因する
対印投資マインドの悪化
今後、インドが半導体産業の発展を目指す

うえで直面するリスクとしては、足元の米印
関係の悪化に起因する半導体分野の米印およ
びアメリカを含む多国間の枠組みにおける半
導体分野の協力関係の停滞、そしてそれらを
受けた半導体関連企業の対印投資マインドの
悪化を指摘できる。
インドは、半導体、AI、量子コンピューター

などの先端技術でアメリカとの協力を深める
ための「iCET（米印重要新興技術イニシア
チブ）」を2023年に開始するとともに、WTO

で係争中の案件の終結、人材交流の活発化に
向けたビザ発給要件の緩和で合意するなど、
バイデン前政権の末期にかけてアメリカと経
済面で急接近した。これらの取り組みは、大
手半導体企業がインド進出への関心を高める
一因となった。
しかし、第２次トランプ政権が発足すると

状況は一変した。2025年８月、アメリカは、
インドがロシア産原油を輸入していることを
理由に、25％の相互関税とは別に25％の追加
関税を課すとともに、その翌月にはインド人
が大半を占める高度外国人材向けのH-1Bビ
ザの申請手数料を大幅に引き上げた。

アメリカは、自国の観点から「不公平」な
貿易の解消に向けて、インドに対して関税・
非関税障壁の削減・撤廃を求めているが、イ
ンドは農家や中小零細企業の保護の観点か
ら、農作物の輸入規制や小売業の外資規制の
緩和・撤廃には慎重な姿勢を示している。
また、ロシア産原油の輸入についても、
⒜割安な原油がインドの物価安定にとって重
要な役割を果たしていること、⒝インドが安
全保障上重要なパートナーであるロシアとの
良好な関係を維持するうえでも重要なイ
シューであること、⒞中東地域で地政学リス
クが高まっていること、などを踏まえると、
アメリカの要求を受け入れてロシアらからの
輸入を直ちに大幅に縮小するかは不透明であ
る。そのため、米印関係も当面はこう着状態
が続く可能性がある。
こうしたなか、2025年中にインドで開催が
予定されているQUAD（日米豪印戦略対話）
の首脳会合の開催が見送られると報じられる
など、アメリカを含む多国間の枠組みも停滞
し始めている。
今後、インドは次の二つの取り組みを強化
することで、半導体産業の発展を支援し続け
ると見込まれる。
第１に、アメリカ以外の国・地域との半導
体分野のパートナーシップの強化である。
インドは2023年にアメリカとの間で「半導
体サプライチェーンとイノベーションパート
ナーシップ」を締結したが、同年に日本や
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EUとの間でも同様のパートナーシップを締
結しており、今後は日本や欧州との関係をよ
り重視するようになると考えられる。

日印関係についてみると、全体としてみる
と日本企業の進出ペースはまだ鈍いが、前向
きな動きも見られる（図表21）。製造面では

図表21　日印半導体パートナーシップ（2023年7月）締結後の具体的な動き

取り組み分野 企業／機関名 発表／
報道時期 内容

半導体の製造 ルネサス
エレクトロニクス 2024年３月

インド地場のCGパワーとタイのスターズ・マイクロエレクトロニクスと連携して、
グジャラート州に自動車や5G／IOT関連製品向けの半導体後工程工場を設置するこ
とを発表（2025年末の稼働を目標）

製造装置や原材料
の販売・生産

キヤノン 2024年６月 マハラシュトラ州で開催した事業説明会で、顧客サポートの拠点を検討していると
発言

新菱冷熱工業 2024年７月 インドのクリーンルームパネルメーカーGMP Technical Solutionsの株式を85%取得
することを発表

協立電機 2024年８月 マハラシュトラ州プネの子会社の工場で半導体基板用の検査装置の生産を行うこと
を検討（2025年中の稼働を計画）

エア・ウォーター 2024年８月 半導体関連産業におけるガス需要の拡大を見据えて、インド西部に産業ガスの工場
を設置することを検討中（2026年ごろの稼働を計画）

ディスコ 2024年９月 カルナタカ州ベンガルールに営業とアフターサービスを行う拠点を開設

TOWA 2024年10月 半導体装置の販売とアフターサービスを行う拠点をハリヤナ州グルガオンに設置す
る方針を発表

立花エレテック 2024年12月 半導体、電子デバイスなどの販売とアフターサービスを行う子会社を設立すること
を発表（2025年１月に業務開始）

野村マイクロ・
サイエンス 2025年１月 グジャラート州でタタ・グループが建設を進める半導体工場に超純水製造装置を納

入することで合意（2026年中の納入を予定）

東京エレクトロン 2025年４月 ベンガルールに半導体装置の設計・ソフト開発を行う拠点を設けることを検討（グ
ジャラート州でも装置の点検・修理拠点を設けることも検討）

富士フイルム 2025年５月 グジャラート州に半導体材料の工場建設を検討（2028年ごろの稼働を計画）。タタ・
エレクトロニクスとの協力の覚書を締結

日印間の情報共有

経済産業省、
MeitY

2023年11月 第１回日印半導体政策対話を開催（半導体関連企業、業界団体、関連省庁が参加）

2024年５月 日印半導体政策対話人財確保育成ワーキング・グループを開催（半導体関連の研究
を行う大学・企業が参加）

ジェトロ／JBIC
2023年11月 ドレラ特別投資地域への視察ツアーを開催（38社60人が参加）
2025年７月 ドレラ特別投資地域への視察ツアーを開催

インド日本商工会
ジェトロ 2024年４月 日本の半導体関連企業のインド進出を促進するために「JCCI半導体委員会」を発足

JBIC 2024年９月 ドレラ特別投資地域への視察ツアーを開催
ジェトロ 2025年３月 インド視察ミッションを開催（26社、35人が参加）

半導体産業の人材
育成／人材交流

ルネサス
エレクトロニクス 2024年６月 IIT（インド工科大学）ハイデラバード校と今後３年間の産学連携について合意した

と発表
JSTA（科学技術
振興機構） 2024年９月 「インド若手科学頭脳循環プログラム」に基づいて半導体やその関連分野を研究するインド若手研究人材招へいプログラムを実施
経済産業省 2025年２月 「日印先端企業（半導体やAI）等交流による雇用促進事業」を発表

サムコ 2025年４月 IIT（インド工科大学）デリー校と技術交流やインターン生の受け入れ、正社員の採
用などに関する連携を強化すると発表

（資料）各種報道を基に日本総合研究所作成
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ルネサスエレクトロニクスがインド地場の
CGパワーと連携してインドでの半導体製造
計画を発表し、東京エレクトロン、富士フイ
ルム、野村マイクロ・サイエンスなどを含む
半導体製造装置や原材料メーカーがインド事
業を拡大することを計画している。
インドは、2025年８月のモディ首相の訪日

時に立ち上げられた「日印経済安全保障イニ
シアチブ」などを通じて、二国間の半導体分
野の産官学の連携を強化し、日本から投資を
誘致することを目指すだろう。
欧州との関係についても、目立った成果は

まだ限られるが、2025年７月にイギリスと
FTAを締結するとともに、EUとの間でも近
くFTAで合意することを目指しており、これ
を足掛かりに半導体やその関連分野の対印投
資拡大を目指すと見込まれる。
また、半導体分野におけるインドへの進出

が限られる韓国や台湾からの投資拡大に向け
て、これらの国・地域との間で半導体に特化
したパートナーシップの締結を目指すものと
思われる。
第２に、補助金政策のさらなる拡充である。

現在、インド政府はISMの第２弾の実施を計
画しており、その中で半導体の製造装置や原
材料の製造などに補助金の給付対象を広げる
とともに、追加の税制優遇措置を講じる可能
性がある。もっとも、⒜インドはアジア新興
国の中で一般政府の財政赤字や債務残高の
GDP比が高く、財政再建が喫緊の課題である

こと、⒝2025年のGST（財・サービス税）の
引き下げが税収減少圧力をもたらしているこ
と、などを踏まえると、補助金の給付対象の
拡大や補助率の引き上げには慎重な意見も出
ると予想される。様々な議論を経て2026年度
予算案でどのような政策が打ち出されるかが
注目される。

（注27） 各国のビジネス環境を多面的に評価した調査としては
世界銀行のDoing Businessが存在するが、同調査は
「Doing Business 2020」をもって廃刊されている。
①2020年代入り後に各国のビジネス環境が大きく変化
した可能性があること、②Doing Businessは、水インフ
ラ、物流インフラ、労働者の質、汚職動向、政治的安
定性などを評価していないこと、などの課題があるため、
本節ではあえてDoing Businessの結果を参照しなかっ
たが、同調査のランキングでもシンガポールは他の
ASEAN諸国やインドよりも良好なビジネス環境を有して
いる。

（注28） 近年では2022年７月に変電所の機器の故障を理由に
マレー半島の広範囲で２時間以上の停電が発生し、
経済・社会が一時的に混乱した。

（注29） シンガポールは水供給の安定に向けて1962年に2061
年までの長期契約をマレーシアと締結しているが、マ
レーシアが過去に水の供給価格の引き上げをシンガ
ポールに求めてきたことを踏まえると、供給契約の見直
しなどをきっかけに水価格が大幅に上昇するリスクはゼ
ロではない。こうしたリスクに対応するため、シンガポー
ルは水のリサイクル率の引き上げや海水淡水化施設の
拡充を通じてマレーシアへの依存度を引き下げようとし
ている。

（注30） 同センターは2023年に設立されたNGTC（国立窒化ガリ
ウム技術センター）を母体として設立されたものである。

（注31） Bloomberg 2025年６月28日「TSMC系企業、シンガポー
ル新工場の半導体生産を前倒しする可能性」。

（注32） 国家半導体戦略や2022年に公表された「電子・電気
ロードマップ2021-2030」などを踏まえて策定されたもの
である。

（注33） EE Times Japan 2024年８月８日「Infineonがマレーシア
のSiC新工場を開所　24年内に出荷へ」。

（注34） マレーシアはコロナ禍発生後の景気悪化を受けて、政
府債務残高の法定上限を60％から65％に引き上げた。

（注35） 政府決議第111/NQ-CP号。
（注36） 日本経済新聞2025年６月25日「ベトナムにAI拠点続々、

クアルコムは東南ア初研究所　人材囲い込み」、2025
年９月17日「ベトナムFPT、半導体国産化へ本格始動　
中部の有力拠点ダナンに工場」。

（注37） 企業名は公表されなかったものの、2025年前半に前工
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程工場の建設計画を承認したと報じられていた
（Vietnam.vn 2025年３月19日「ベトナム初のウエハー工
場の建設が始まろうとしている」）。

（注38） 2020年代に入ると、世界各国で環境保全に対する意
識が高まったことを受けて、「BCG（バイオ・循環型・グ
リーン）経済」を重要テーマに掲げ、タイランド4.0で指
定された育成産業のうち、環境保全にとって重要な役
割を果たす産業の発展を重視する姿勢を強めた。

（注39） バンコク週報2025年９月16日「BOIと高等教育省、米
国で半導体投資誘致　人材８万人育成も」。

（注40） 製造業のサービス化の一例としては、様 な々産業機械
に組み込まれた通信機器から得られるデータを分析し、
機械の不具合や故障を予兆したり、より効率的な機械
の配置を提示したりすることで、導入企業の生産性を
高めていくことを挙げられる。

（注41） 正式名称はSemiconductor and Electronics Industry 
Advisory Council。

（注42） Philippine Daily Inquirer 2025年６月５日 “Electronics 
New road map targets $110-B electronics industry by 
2030”

（注43） 正式名称はSemiconductor and Electronics Industries 
in the Philippines。

（注44） Philippine Information Agency 2025年８月20日 “Skills 
framework for semiconductor industry launched”

（注45） TESDA　2025年３月14日 “TESDA introduces micro-
credentialing in tech-voc traning”

（注46） 同計画は2023年に明らかになったが、その後、アメリカ
の通商政策が大きく見直されたこともあり、現在も検討
中の段階である。

（注47） 日本経済新聞  2025年９月21日「フィリピン、公共事業
汚職で大規模デモ　マルコス大統領身内にも疑惑」。

（注48） 正 式 名 称 はIndonesia Chip Design Collaborative 
Center。

（注49） アップル社はAir Tagの製造を外部に委託する予定で
あるが、どの企業が請け負うかについては報道されて
いない。

（注50） 「メイク・イン・インディア」については熊谷［2021］を参照。
（注51） NEP2019（2019年版国家電子産業政策）を参照。
（注52） 正式名称はIndia Semiconductor Mission。
（注53） インドの半導体産業については熊谷［2024］を参照。
（注54） TSMC、インテル、サムスン電子、インフィニオンテクノロ

ジーズなどは、アメリカやASEAN諸国への投資計画を
発表しているが、インドに対する計画は存在しない。

（注55） マイクロンのサンジェイ・メロートラCEOは、ウッタルプラ
デシュ州出身のインド系アメリカ人であり、インドが市場と
として魅力的であることに加え、母国への思い入れがイ
ンド進出を決定した一因であると考えられる。

（注56） 当初2024年中の稼働を計画していたが、建設工事の
遅れなどを理由に稼働時期は2025年末から2026年前
半になると見込まれている。

（注57） タタ・グループは、紅茶の事業で長年にわたりアッサム
州と深い関わりがあった。チャンドラセカラン現会長は、
2025年２月にアッサム州で開催された投資サミットで、タ

タ・グループとアッサム州のつながりについて言及する
際、ラタン・タタ前会長のアッサム州に対する深い愛情
と敬意について述べた（Northeast Live 2025年２月25
日“Advantage Assam 2.0”）。

（注58） 同社の正式名称は CG Power and Industrial Solutions 
Limited。

（注59） CGパワー、ルネサスエレクトロニクス、スターズ・マイク
ロエレクトロニクスの出資比率はそれぞれ92.3％、6.8％、
0.9％である。

３．�ASAEN 諸国とインドの半
導体産業の競合・補完関係

最後に、今後のASEAN諸国とインドの半
導体産業の競合・補完関係について考察する。
各国が半導体産業の発展に向けて様々な取
り組みを展開しているが、①各国の注力分野
や比較優位には一部重複が見られること、
②半導体産業は特定の国に生産を集中するこ
とで収益性を高めやすい産業であること、を
踏まえると、今後、半導体産業が特定の国に
集中し、その他の国の発展が制約される可能
性があることには注意が必要である。
同時に、比較優位が異なる国の間で補完関
係が構築され、ASEAN・インドに進出して
いる半導体企業にとって新たなビジネスチャ
ンスが生じる可能性があることにも注目する
必要がある。

（1）想定される競合関係

半導体産業の事業領域を、①設計、前工程、
後工程という３段階の生産工程、②各生産工
程に要求される３段階の技術度、の２軸で九
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つの領域に分け、ビジネス環境や労働コスト
を踏まえた各国の比較優位のある領域を図示
し、競合・補完関係を整理する（図表22）。
まず、半導体産業で先行するシンガポール

についてみると、付加価値の高い後工程でマ
レーシアと、設計でマレーシアとインドと一
部競合する部分があり、投資誘致や受注獲得

競争に成功した国の発展が、競争に敗れた国
の発展を阻害する可能性は無視できない。マ
レーシアやインドからシンガポールへの高度
な技術を有する半導体人材の国際移動も、シ
ンガポールの半導体産業の発展に寄与する一
方、マレーシアとインドの半導体産業の高度
化を困難にする。

図表22　半導体産業におけるASEAN諸国とインドの比較優位のある事業領域

（注） 各国の電力、水、人材、労働コスト、エレクトロニクス産業の集積、労働コストなどを踏まえて、相対的に強みのあると考えら
れる領域を図示。一般的に技術度が高い事業領域ほど高いプレゼンスを維持することが困難であることを踏まえ、各国の比較優
位のある領域の面積は技術度が高まるほど縮小すると想定。

（資料）日本総合研究所作成

技術度
低 中 高

設計
旧世代の半導体の設計カスタマイ
ズ、設計設計した回路の動作検証、
バグ（不具合）の特定

現在主流の半導体を特定用途向け
にカスタマイズするための設計

回路線幅が非常に狭い先端半導体
の論理設計や回路図の作成

後工程
旧世代の技術を用いた、回路線幅
の広い半導体チップとリードフ
レームの接続、封止材を用いた加
工

現在主流の技術を用いた、回路線
幅が狭い半導体チップの切り出し
やリードフレームの接続

最先端の技術を用いた、回路幅が
非常に狭い半導体チップの切り出
し、複数の半導体チップの高密度
な統合

前工程 旧世代の技術を用いた、回路線幅
が広い回路パターンの形成

現在主流の技術を用いた、回路線
幅が狭い回路パターンの形成

最先端の技術を用いた、回路線幅
が非常に狭い回路パターンの形成

技術度
低 中 高

設計

後工程

前工程

インド

マレーシア

ベトナム

シンガポール

インドネシア

フィリピン
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ただし、マレーシアが比較優位を有するの
はシンガポールよりも使用される技術度が低
い後工程であることや、インドが比較優位を
有するのは旧世代の技術を用いた回路線幅が
広いレガシー半導体の設計や後工程であるこ
とを考慮すると、全ての事業領域を含めたこ
れら３カ国の半導体産業の競合度は低いと判
断される。
一方、レガシー半導体の後工程を中心に、

インドネシア、フィリピン、タイ、ベトナム、
インドの半導体産業は多くの事業領域で競合
関係にある。
特に、インドネシア、タイ、ベトナムの３

カ国は、①インフラの未整備を主因に前工程
への参入ハードルが高いこと、②英語力の高
いIT人材が限られており、英語が公用語であ
るインド、マレーシア、フィリピンよりも設
計分野への参入ハードルが高いこと、などの
共通点があり、比較優位のあるレガシー半導
体の後工程の発展に注力すると見込まれる。
その結果、ベトナムへのレガシー半導体の後
工程の集中が、タイやインドネシアの半導体
産業の発展を制約する可能性があることに留
意が必要である（注60）。
タイは相対的に物流・エネルギーインフラ

が整備されており、ベトナムやインドネシア
との差別化を図るべく、後工程の中でも比較
的付加価値の高い事業領域に注力する、もし
くはインフラ整備を通じて前工程への参入を
目指すことも考えられるが、その場合はマ

レーシアとの競争に直面することになる。同
様に、ASEAN諸国の中でエレクトロニクス
産業の発展度が低いインドネシアが、半導体
チップとリードフレームの接続や封止財を用
いた加工など、後工程の中でも要求される技
術度が比較的低い工程に事業領域を絞り込む
場合は、同様の領域に比較優位を有するイン
ドとの競争に直面することになる。

（2）想定される補完関係

ASEAN諸国とインドは、大手半導体企業
の誘致を巡って競合関係にある。しかし、
①ビジネス環境に応じて各国の比較優位があ
る事業領域が異なること、②半導体産業は裾
野の広い産業であり、製造装置や原材料など
を一国が全て内製化することは困難であるこ
と、などを踏まえると、各国の半導体産業が
発展する中で補完関係も深まっていくと考え
られる。特に、労働コストの高いシンガポー
ルに拠点を持つ半導体企業は、生産コストの
引き下げに向けて国際分業を積極的に進める
だろう。
半導体生産の分業体制には様々な形態が考
えられるが、今後、次の三つの分野における
国際分業・連携への関心が高まっていくと予
想される。
第１に、物流・エネルギーインフラの制約
を受けにくい、設計やR&Dに関連した分業
である。例えば、回路線幅が狭く高度な技術
が要求される半導体の論理設計や回路図の作
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成など上流工程は労働コストが高いシンガ
ポールで実施し、設計した回路の動作検証や
バグの特定といった、設計の中では労働集約
的な中・下流の工程を英語を公用語とし、シ
ンガポールよりも労働コストが低いマレーシ
ア、フィリピン、インドに集約することが考
えられる。
また、タイ、ベトナム、インドネシアの半

導体製造企業が、自国の半導体の設計人材不
足を理由に、レガシー半導体の特定用途向け
のカスタマイズ作業を、マレーシア、フィリ
ピン、インドなどに外注するといった展開も
考えられる（注61）。
第２に、前工程と後工程の分業である。質

の高いインフラが要求される前工程について
はシンガポールで実施する一方、全体の生産
コストを引き下げに向けてパッケージングや
検査などの後工程を同国よりも土地や労働コ
ストの低いアジア新興国で実施する動きが広
がっていくと予想される。
現在、シンガポールから生産される半導体

の約５割は中国・香港に輸出されている
（図表23）。そして、後工程やエレクトロニク
ス製品への組み込みを経て中国から世界各国
に輸出されているが（注62）、今後は後工程
と家電生産の拠点を、中国からインドネシア、
フィリピン、タイ、ベトナムにシフトする動
きが広がっていくと見込まれる。なお、シン
ガポールと各国の距離を踏まえると、インド
を後工程の分業先として活用する企業は限ら

れるだろう。
第３に、原材料と製造の補完関係である。
シンガポールは半導体の製造に適した良好な
インフラを有しているが、シリコン、ガリウ
ム、ゲルマニウムなどを原材料とするウェ
ハー、ウェハー上に回路パターンの形成する
過程で用いられるフォトレジストや洗浄液や
研磨剤、ウェハーから切り出されたチップを
組み込み製品化する際に用いられる金属製品
や化学製品などの素材や製造装置の多くは、
いずれも輸入に依存している（図表24）。現在、
これらの主な輸入先は日米欧を中心とする先
進国であるが、今後ASEAN諸国とインドの
間で原材料や製造装置を供給し合う動きも活
発化すると見込まれる。

（資料）United Nationsを基に日本総合研究所作成

図表23　 シンガポールの半導体製品（8541類、
8542類）の国・地域別輸出（2023年）
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最後に、今後の補完関係の発展に向けた各
国の取り組みを見る。半導体産業に関わる
ASEANの域内協力はまだ限られているが、
2025年７月にシンガポール、マレーシア、フィ
リピン、タイ、ベトナムの５カ国の半導体産
業の業界団体が域内のエコシステムの発展に
向けた協力の覚書を締結するなど、協力の枠
組みを広域化する動きが出始めている
（図表25）。ASEAN内に「ASIA（ASEAN半導
体産業連盟）」を設置するという提言もシン
ガポールの半導体産業の業界団体から出され
ており、今後、ASEAN関連の会合で半導体
産業の域内エコシステムの発展に向けた施策
が協議される可能性がある。
また、2024年９月にシンガポールとインド

が「インド・シンガポール半導体エコシステ
ムパートナーシップ」を締結した。同じく、

2025年９月には、フィリピンとインドが半導
体産業を含む戦略パートナーシップの立ち上
げを発表するなど、ASEAN諸国とインドの
間の連携を促進する動きも出始めている。
今後、これらの覚書・パートナーシップな
どを踏まえた、具体的な動きが進むか否かが
注目される。
（注60） 半導体産業は特定の国に生産を集中することで収益

性を高められる傾向が強いことを踏まえると、ASEAN・
インドの半導体産業は国家間で明暗が大きく分かれる
可能性がある。

（注61） 貿易統計とは異なりサービス貿易に関する統計では国
別の詳細なサービスごとの取引動向が公表されていな
い。そのため、マクロデータから設計分野の国際分業
の動向を把握することは困難である。

（注62） 半導体の前工程後の製品はHS8541類もしくは8542類
に分類されるが、これらの分類には後工程を終えた後
の品目も含まれており、チップ状に切り分ける前の加工
済みウェハーのみに限った国別輸出動向は分からな
い。

図表24　半導体の前工程と後工程に用いられる素材とその原材料

素材とその概要 左記の原材料例

前工程

ウェハー 集積回路を形成する円盤状の基板 シリコン、ガリウム、ゲルマニウム

フォトレジスト 光を用いてウェハー上に回路パターンを形成する際に使用さ
れる感光性薬品 ポリマー

ウェハー洗浄液 ウェハーの洗浄に用いられる薬液 過酸化水素水、硫酸、フッ酸
ドライエッチング用の

高純度ガス ウェハーの加工に用いられるガス フッ素系ガス、塩素系ガス

成膜材料 ウェハー上に薄い膜を形成する際に用いられる材料 二酸化ケイ素
研磨材（スラリー） ウェハーの表面を平たん化する際に用いられる素材 ダイヤモンド、シリカ、アルミナ

後工程

リードフレーム ウェハーから切り出されたチップを組み込むための土台とし
て用いられる金属 銅、鉄

ボンディングワイヤ チップとリードフレームを接続するために用いられるワイヤ 金、銀、銅
ダイボンド材 チップをリードフレームなどに接着するための材料 エポキシ樹脂、シリコン樹脂
封止材 チップを外部の湿気や衝撃から保護するための材料 エポキシ樹脂、シリコン樹脂、シリカ

（資料）各種報道、半導体関連企業のウェブサイトなどを基に日本総合研究所作成
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おわりに

アメリカの保護主義の強まりを受けて、
QUAD（日米豪印戦略対話）、IPEF（インド
太平洋経済枠組み）、日米韓台の半導体協力
の枠組み「CHIP４」など、多国間の枠組み
を通じたサプライチェーン再編の動きは停滞
している。こうした動きを踏まえると、バイ
デン政権下で締結されたアメリカとASEAN

諸国・インドの間のパートナーシップに基づ
く半導体分野の協力も当面停滞し続ける公算
が大きい。
しかし、アジア経済・社会の持続的な発展

や各国の経済安全保障の確保にとって、
ASEAN諸国・インドに半導体生産拠点を分
散し、効率的なサプライチェーンを再構築し
ていくことは引き続き重要である。
そのため、アメリカの求心力が低下する今
こそ、製造装置や素材の分野で高い国際競争
力を持つ日本は、これまで以上にサプライ
チェーン再編にリーダーシップを発揮してい
くべきである。
日本は、2023年にインドとの間で日印半導
体パートナーシップを締結したが、同様の半
導体に特化したパートナーシップをASEAN

諸国と締結し、各国との協力関係を強化する

図表25　ASEAN諸国とインドの半導体産業の連携に向けた最近の動向

連携強化に向けた取り組みの実施国・地域 協力の内容

ASEAN域内

ASEAN各国
2025年５月、SSIA（シンガポール半導体業界協会）がASEAN内のCOSTI（ASEAN科学技術
イノベーション委員会）に対して「ASIA（ASEAN Semiconductor Industry Alliance、ASEAN
半導体産業連盟）」の設立を提言

マレーシア、シンガポール、
フィリピン、タイ、ベトナム

2025年７月、マレーシアで開催されたASEAN諸国の半導体産業の国際会議「ASEAN半導
体会議2025」で、各国の半導体産業の業界団体が域内のエコシステムの構築に向けた協力
の覚書を締結
＊SSIA（シンガポール半導体業界協会）、MSIA（マレーシア半導体産業協会）、SEIPI （フィ
リピン半導体・電子部品産業連盟）、THSIA（タイ半導体産業貿易協会）、VEIA（ベトナム電
子協会）が覚書を締結

シンガポールとマレーシア 2025年１月、半導体産業の二国間関係の強化を見据えた、「JS-SEZ（ジョホール・シンガポー
ル経済特別区）」の設立について最終合意

シンガポールとインドネシア
2025年６月、SSIA（シンガポール半導体業界協会）とKADIN（インドネシア商工会議所）、
二国間の半導体産業の発展に向けた、共同イベントや情報交換などを含む協力の覚書を締
結

シンガポールとベトナム
2025年８月、シンガポールの半導体産業の業界団体SSIA加盟企業がベトナムを訪れ、ベ
トナムの半導体関連の産官学関係者と面談を実施。SSIA加盟企業とベトナム企業の連携を
促進することで合意

ASEANと
インド

シンガポールとインド 2024年９月、シンガポールからインドへの半導体産業の投資促進、R&Dや人材育成の二国
間連携などを含む「インド・シンガポール半導体エコシステムパートナーシップ」を締結

マレーシアとインド 2025年10月末にマレーシアで開催されるASEAN首脳会議にてマレーシアとインドの半導
体パートナーシップを発表することを検討中（報道ベース）

フィリピンとインド 2025年９月、フィリピンのマルコス大統領のインド訪問の際に、両国が半導体産業を含む
戦略的パートナーシップの立ち上げを発表

（資料）各種報道を基に日本総合研究所作成
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とともに、ASEAN諸国やインドとともに
台湾、韓国を含めた国際会議の開催や国際協
力のイニシアチブを組成し、半導体分野の国
際協力を促進することなどを検討すべきであ
ろう。また、アメリカとインドの関係改善に
向けて様々なルートから両国に粘り強く働き
かけることも、日本に期待される役割である。
日本がアジアの半導体産業の健全な発展に

積極的に関与していくうえで出発点となるの
は、半導体産業の現状と先行きに対する深い
理解である。そのためには、各国の半導体産
業の発展動向を把握するだけでなく、複眼的
な視点をもって地域全体の発展動向や国・地
域間の競合・補完関係を理解し、フォローアッ
プすることが求められる。
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